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読者の皆様

インド太平洋防衛フォーラムへようこそ。今号のテーマは	
「戦略的転換」です。
米国とその同盟国および提携国は、新たな安全保障上の課

題に立ち向かうため、統合・共同戦略、戦術、能力を絶えず適応させ
ています。脅威が急速に複雑化する中、安全で豊かなインド太平洋を
実現するためには、軍や国家間の協力関係がますます重要になってい
ます。
今号では、人口動態、経済、地政学的な変化から、テクノロジー

や戦闘のトレンドまで、この地域における変化に関連する重要な問題
のいくつかに光を当て、志を同じくする国々が、防衛能力、特に協力
に不可欠な能力を常に向上させることによって、敵対勢力の一歩先を
行くことの重要性について考察します。	

巻頭特集では、ダニエル・K・イノウエ・アジア太平洋安全保障
研究センター（Daniel	K.	Inouye	Asia-Pacific	Center	for	Security	
Studies）教授のアルフレッド・エーラーズ博士（Dr.	Alfred	Oehlers）	
が、国際法治に基づく秩序と自由で開かれたインド太平洋を維持する
ために、米国とその同盟国・提携国が統合的抑止力の実現に注力し
なければならない理由を解説します。このテーマと密接に関連する
FORUMスタッフの記事では、オーストラリア国防軍が、空、陸、海、
サイバー、宇宙といった防衛の全領域を包含する政府全体のアプロー
チを採用することで、どのように戦略的状況の変化に対応しているか
を検証しています。フィリピン軍参謀長のロメオ・ブローナー大将	
（Gen.	Romeo	Brawner）は、ハワイで開催された「2023 年太平洋
地上軍シンポジウム」（LANPAC）での講演に基づき、将来の交戦に
備え、相互運用性を高め、提携国間の絆を強化するための多国間訓練
の重要性について見解を述べています。
また、ニューヨークのホバート・ウィリアム・スミス・カレッジ

（Hobart	and	William	Smith	Colleges）でアジア研究を教えるジンハ
オ・チョウ（Jinghao	Zhou）准教授は、習近平中国共産党総書記に
よるグローバル安全保障イニシアティブについて考察し、なぜ同盟国
や提携国がインド太平洋地域やそれ以遠における中国共産党の影響力
に対抗するため、着実かつ明確な安全保障政策で対応しなければなら
ないのかについて述べています。また、FORUMスタッフの記事では、
もうひとつの戦略的競争相手であるロシアが、イランやベネズエラの
やり方を真似て、国際的な制裁を回避するために、老朽化した船団を
密かに使って海上で石油の配送や貨物の移送を行うことで、世界の法
律や規範をいかに損ねているかについて検証しています。
今号では、こうした深刻化する課題の多くに対して、革新的な解

決策を数多く紹介しています。例えば、FORUMスタッフの記事では、
インド太平洋地域におけるサイバーセキュリティパートナーシップの
成熟について詳しく述べています。同盟国と提携国は、サイバー攻撃
を検知し、政府や産業界と情報を共有し、民間のインフラストラクチ
ャーや防衛ネットワークを保護するために連携しています。サイバー
に焦点を当てた軍事演習は、こうした脅威に対する安全保障上の対応
として極めて重要な要素となっています。	
これらの記事が、安全保障における戦略的転換の意義について、地

域的な対話を促すことを願っています。読者の方々のコメントをお待
ちしております。FORUM	スタッフ（ipdf@ipdefenseforum.com）
宛に皆様のご意見やご感想をお寄せください。

インド太平洋の行方

『インド太平洋防衛フォーラム』 は、インド太平
洋地域の軍関係者に国際的な公共討論の場を提
供することを目的として、米インド太平洋軍司
令官が四半期ごとに発行している軍事専門誌で
す。本誌に記載されている意見は、当該司令部
または米国政府の他の機関の方針や見解を表明
するものではありません。特に記載のない限り、
記事はすべて FORUM スタッフが執筆したもの
です。米国国防総省の規定と必要性に応じて公
共事業を実施するために、国防総省長官は本誌
の出版は必要不可欠であると判断しています。

ISSN	2333-1593（印刷版）
ISSN	2333-1607（オンライン版）

発行者
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副司令官

ジェフリー・T・アンダーソン
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寄稿者

ブラーマ・チェラニー（BRAHMA	CHELLANEY）氏は、地理
戦略家、学者、著作家、解説者。ニューデリーの政策研
究センター（Center	for	Policy	Research）で戦略研究の
教授、ベルリンのロバート・ボッシュ・アカデミー（Robert	
Bosch	Academy）でリチャード・フォン・ワイゼッカー
（Richard	von	Weizsäcker）フェロー、キングス・カレ
ッジ・ロンドンの過激化研究国際センター（International	

Centre	for	the	Study	of	Radicalisation）でアフィリエートを務めている。
インド外相が主導する政策諮問グループのメンバーを務めた経験もある。
それ以前は、インドの国家安全保障担当補佐官として、国家安全保障担
当委員会の対外安全保障グループの議長を務めた。記事は 20 ページに掲載

ジンハオ・チョウ博士（DR.	JINGHAO	ZHOU）はニューヨ
ークのホバート・アンド・ウィリアム・スミス・カレ
ッジ（Hobart	and	William	Smith	Colleges）のアジア
研究の准教授。主な研究分野は中国のイデオロギー、政
策、宗教と米中関係。これまで数十冊のジャーナルとニ
ュースの記事と、6冊の書籍を執筆。最新刊は 2023 年
に刊行された『Great	Power	Competition	as	the	New	

Normal	of	China-U.S.	Relations（仮訳	中米関係の新常態としての大
国間競争）』		記事は 42 ページに掲載

ジェニファー・ダブス・シウバ博士（DR.	JENNIFER	DABBS	
SCIUBBA）は、	戦略国際問題研究所ヘス・センター・	
フォア・ニュー・フロンティア（Hess	Center	for	New	
Frontiers	at	the	Center	for	Strategic	and	International	
Studies）のシニア・アソシエイト（非専属）およびウィ
ルソン・センター（Wilson	Center）のグローバル・フ
ェロー（いずれもワシントンD.C.）を務める。人口をめ

ぐる政治に関する学術論文のほか、『8	Billion	and	Counting:	How	Sex,	
Death,	and	Migration	Shape	Our	World（仮訳	80 億人を数えて：	セ
ックス、死、移民はいかに世界を形成するか	）』、『The	Future	Faces	of	
War:	Population	and	National	Security（仮訳	戦争の未来の顔：人口
と国家安全保障）』などを執筆。マックス・プランク人口研究所（Max	
Planck	Institute	for	Demographic	Research）で研修を受け、米国国防
総省で人口問題と環境問題に携わった。記事は 48 ページに掲載

ジェイク・ウォリス博士（DR.	JAKE	WALLIS）は以前、オース
トラリア戦略政策研究所（ASPI）の国際サイバー政策セン
ターで情報作戦と偽情報プログラムを率い、国際的な政府
機関、市民社会、ソーシャルメディア・プラットフォーム
と協力し、国家および非国家主体による偽情報対策に従事。
博士課程では、政治的な意欲を持つグループがオンライン・
ネットワーク上でいかに動員されるかを研究。オーストラ

リア陸軍研究開発スキーム（Australian	Army	Research	and	Development	
Scheme）で過激派グループのソーシャルメディア利用を研究し、北大西
洋条約機構（NATO）のイノベーション・ハブ（Innovation	Hub）に貢献。
中国に関連する大規模な偽情報やプロパガンダ・キャンペーンに関する分
析は、世界中の出版物で紹介されている。記事は 52 ページに掲載

アルフレッド・エーラーズ博士（DR.	ALFRED	OEHLERS）
2007 年にダニエル・K・イノウエ・アジア太平洋安全
保障研究センターに入所。これより前にはニュージー
ランドのオークランド工科大学（Auckland	University	
of	Technology）で准教授を務める。シドニー大学
（University	of	Sydney）で政治経済学の博士号を取得
し、オーストラリアのマッコーリー大学（Macquarie	

University）で経済学の修士号と学士号を取得した。インド太平洋地域
の経済成長と発展の政治経済学を専門とし、特に東アジア、東南アジア、
太平洋諸島地域の急速な発展に関連したさまざまな問題を幅広く教授
し、執筆も多数。記事は 8 ページに掲載

太平洋作戦
科学・技術
（POST）会議

ホノルルのハワイ・コ
ンベンション・センタ
ーで開催される 2024
年会議に、国防産業協
会と米インド太平洋司
令官とともに参加しま

せんか。

テーマ：	
未来への備え	-	
提携／配置／準備

2024 年 3 月 4 
日～ 7 日

IPDF



オーストラリア、 
日本、米国  
ミクロネシアの海底 
ケーブル接続に 
資金提供へ
日本は 2023 年 6 月、インド太平洋のデジタル・ネッ
トワークを改善するため、東部ミクロネシアの島々を
結ぶ約 1,377 億円（9,500 万ドル）の海底ケーブル・
プロジェクトに、オーストラリアと米国とともに参加
すると発表した。

日本の外務省によると、2025 年ま
でに完成予定のこのケーブルは、ミクロ
ネシア連邦のコスラエ州、キリバス共和国
のタラワ、ナウルと、既存のケーブルの陸
揚げ地点であるミクロネシアのポンペイを
結ぶ全長約 2,250km となる予定だ。 

その数週間前、オーストラリア、インド、
日本、米国の首脳は、通信インフラの重要
な構成要素であり、インターネット接続の
基盤である海底ケーブルの重要性を強調し
ていた。

海底ケーブル調達への入札結果として
契約を獲得した日本電気株式会社（NEC/
本社：東京）は、同ケーブル事業を通し
て経済発展に貢献しながら、住民、企業、
政府の期待を満たす高速かつ高品質
の安全な通信を構築することに
取り組むと話している。

外務省の遠藤和也国際協
力局長の発表によると、同ケ
ーブルにより、ミクロネシ
ア連邦、キリバス、ナウル
の島嶼国 3 か国における 10
万人超の人々が繋がること
になる。AP 通信

地域全体の展望

日
本、フィリピン、米国の
国家安全保障顧問が 2023
年 6 月に初の合同協議を
行い、北朝鮮、中華人民
共和国、そしてロシアの

ウクライナへの無差別侵攻をめぐる緊張
の高まりに適応するためにインド太平洋
地域のパートナーが同盟関係を強化する
中、防衛協力を強化することで合意した。

3 人の高官は、「激動する地域の安全保障環境と、航行の自由
や経済安全保障を含む分野において、平和と安定を強化する

ため に我々がどのように協力できるか」について話し合った、
とジェイク・サリバン（Jake Sullivan）米国国家安全保障担当大
統領補佐官は話す。

サリバン国家安全保障担当大統領補佐官、日本の秋葉剛男国
家安全保障局長、フィリピンのエドゥアルド・アニョ（Eduardo 
Ano）国家安全保障担当顧問は共同声明の中で、インド太平洋、
特に台湾海峡の平和と安定を維持するため、長年にわたる日米、
比米の同盟関係を基礎とした三国間協力の強化の重要性を強調し
た。

サリバン大統領補佐官は、この「画期的な」新しい枠組みは、
日本、韓国との三か国間協力や、オーストラリア、インド、日本
との四か国間安全保障対話パートナーシップなど、米国がこの地
域で関わっている複数の同盟関係を支えるものだと述べた。

三か国の国家安全保障担当者は、インド太平洋海域での海軍
合同演習の機会についても話し合い、人道支援や災害救援におけ
る軍事協力を深めることでも合意した。

日本は 2022 年 12 月、新たな国家安全保障戦略を採択し、
2027 年までに防衛費を約 45 兆円（3,100 億ドル）に倍増させる
としている。

日本はまた、他国の軍隊に安全保障上の支援を提供し、レー
ダー、アンテナ、哨戒艇などの日本製の非致死的装備品やインフ
ラ整備を提供する見込みだ。援助対象候補にはフィリピンも含ま
れている。AP 通信

2023	年 6 月、米国と
の第一回の三国間合
同演習「カアガパイ
（Kaagapay）」で、南シ
ナ海で法執行と捜索救
助訓練を行う日本とフ
ィリピンの海上保安庁
の船舶。ロイター

インド太平洋の
パートナーが

中国と北朝鮮を
巡る緊張が高ま
る中、安全保障
関係を強化

IPDF
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世界最大級の交通量を誇る貿易航路であり、重要な
シーレーン（海上交通路）でもある混雑したシンガ
ポール海峡に停泊する数々の船舶。AFP/GETTY IMAGES

海上交通路を守る
海洋領域監視技術に目を向ける同盟・提携諸国

FORUM スタッフ

インド太平洋地域を占める海洋には、主権の保護お
よび航行と通商の自由の維持という観点から非常
に大きな課題が存在し、これは軍事計画立案者の
間で「距離の専制（Tyranny	of	Distance）」と呼
ばれる。

アナリスト等の見解によると、距離という障害を克服して海
洋領域を監視する上で、衛星、センサー、無人航空機、無人水上
艦などの技術を活用し、同志国の間で包括的に情報共有に取り組
むことの重要性がますます高まっている。
ハワイを拠点とする外交政策研究機関パシフィック・フォー

ラム（Pacific	Forum）が発行する『PacNet』の 2023年 4月の
記事には、「インド太平洋における海洋領域認識（MDA）は、抽
象的な願望から、この地域のダイナミックなオフショア空間を管
理するための機能的な集団安全保障アプローチへと移行しつつあ
る」と記されている。さらに「より鮮明で正確な映像を取得でき
る衛星、また船舶の追跡、予測、異常検出に特化した人工知能（AI）
やビッグデータプラットフォームといった新興技術を活用するこ
とで、海上取締活動のコストを大幅に削減することができる」と
いう記載もある。
たとえば、宇宙ベースの無線周波数技術を搭載した

HawkEye360（電波監視衛星）を活用することで、船舶を検出・
監視することができる。これにより、違法漁業などの違法行為を
隠蔽するために船舶自動識別装置を作動させない「暗黒船」も特
定することが可能となる。米国に本拠を置くこの商用電波観測衛
星運用企業はデータと分析を提供することで、米国と提携諸国に
よる排他的経済水域や他の海洋空間の保護活動に協力している。
米国とその同盟・提携諸国は、安心して航行できる安全な航路を
維持することで経済的繁栄がもたらされると確信している。
国連貿易開発会議によると、世界各地の海上貨物船の 60%以

上の貨物がインド太平洋の港湾で陸揚げされ、40%以上の貨物船
が積み込みを行っている。東京の政策研究大学院大学の博士課程
に在学するアリエル・ステネク（Ariel	Stenek）著の PacNet の
記事には、海洋貿易が同地域の生命線であることから、「船舶事故、
海賊行為や武装強盗事件、瀬取りによる制裁回避、IUU漁業（違法・
無報告・無規制漁業）、懸念が高まっている一方的な海上での強
奪、脆弱なチョークポイントの封鎖など、その原因が何であれ」、
混乱や中断が発生すればその被害は多大なものとなると記されて
いる。同記事には、「こうした脅威の多くには本質的に国境を越
える性質があることから、これにより同志国の間で連携して協力
的な解決策を模索する動きが促進された」と説明されている。
こうした取り組みの 1つとして、通称「Quad（クアッド）」

として知られる日米豪印戦略対話が 2022年 5月に東京で開催さ
れた首脳会合で発表した「海洋領域認識のためのインド太平洋パ
ートナーシップ（IPMDA）」が挙げられる。首脳会合の共同声明
によると、同イニシアチブは市販のデータと技術を利用して地域

の融合センター間における情報共有を推進するという手段で、「太
平洋諸島、東南アジア、インド洋地域の提携諸国の沿岸や海域を
完全に監視する能力を高めることで、自由で開かれたインド太平
洋を維持する」ことを目指すものである。	
インドマハーラーシュトラ州プネに所在する海洋研究センタ

ー（Maritime	Research	Center）創設者、アーナブ・ダス博士（Dr.	
Arnab	Das）の見解によると、インド、シンガポール、バヌアツ
などに設置された融合センターで高品質のデータを活用すること
で、地域の海洋領域認識が大幅に高まる。「分析という観点から、
さまざまなデータソースから不審な動作をリアルタイムで特定す
る上で、自動化と機械学習が非常に重要な要素となる」と同氏は
述べている。	
東シナ海や南シナ海の紛争海域を含め、海洋で攻撃的な姿勢

を取る中国共産党の政策に起因して、同地域の海軍や沿岸警備隊、
また他の海上執行機関が重要なシーレーンを自由かつ安全に利用
することが困難な状態が続いている。例えば、2023年 10月下旬、
中国共産党の海警局、海軍、海上民兵の船団が、南シナ海の第 2
トーマス浅瀬に駐留するフィリピン軍に食料や物資を届けようと
したフィリピン沿岸警備隊の船 2隻と他の船 2隻を妨害するとい
う事態が発生している。中国共産党の船舶がフィリピン沿岸警備
隊の船舶と補給船を攻撃した事態を受け、フィリピン政府は声明
を通して中国に対する非難を発表し、米国当局はこれを中国側の
「危険かつ違法な行動」としてフィリピンを支持した。

米国海軍のサミュエル・ヒーナン・ワインガー中尉（Lt.	j.g.	
Samuel	Heenan	Winegar）が著述した米国海軍協会（USNI）発
行の雑誌「プロシーディングス（Proceedings）」2022年 12月
号の記事には、「海上民兵、法律による中国海警局の武力行使の
容認、合法的に競合する商船や事業組織の訴追といったグレーゾ
ーン戦術を用いることで、公式の軍事文書で台湾を『中国の復興
に不可欠な戦略的地域』および『太平洋への跳躍板』と定義する
中国は、自由で開かれているべき第一列島線内の海洋の共有資源
を徐々に侵食している」と記されている。
そのため、「戦争時だけでなく平時においても」そのような活

動を検知し、抑止するためのセンサー・ネットワークの必要性が
高まっている、とワインガー中尉は指摘する。同記事にはさらに、
衛星とセンサーを利用することで「同盟・提携諸国の軍隊は個々
の戦術的視野をはるかに超えた戦闘空間認識が得られ、本質的に
地球規模で諜報・監視・偵察（ISR）を行うことが可能となる」
と書かれており、「艦船や他の軍事装備で使用されているセンサ
ーで潜在的な標的への攻撃に関する十分な有機的データを取得す
るには、ホストプラットフォームに過度のリスクが及ぶことを覚
悟しなければならない」とも記されている。また、「第一列島線
に沿ってセンサーのネットワークを配置するという案により、米
国と日本が同地域で実施している現行の作戦や計画を論理的に拡
大できる」と記されている
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アライアンスやパートナーシップは重要な資産だとよ
く言われる。このような関係は、米国を競合相手から
差別化している。また、特に重要な局面において、決
定的な優位性をもたらす。米国が将来の課題に直面し

たときには、同盟国や提携国に支援を求めることになるだろう。
このような関係が維持され、活力を維持できるようにすること
が、我々の集団的利益である。
輝かしい実績を更に向上させるのは容易なことではない。こ

のような関係の中で、何を変えることができるだろうか？どこ
をどのように革新するのか？どのような機会が残されているの
だろうか？これらは繰り返し問いかけるべき重要な質問だ。現
在の戦略競争において、リスクは大きい。そのためには、常に
挑戦し続け、提携やパートナーシップが他にどのようなものを
含むか検討し、重要な局面でそれらがもたらすゲームチェンジ
ャー的なメリットを探し求める必要がある。

同盟国や提携国にとって、5つの要素が大きなチャンスとな
る。これらを組み合わせることで、我々のネットワークを活性
化させ、より弾力的で、今日および将来の戦術的・戦略的課題
に適したものにできる可能性がある。まずは、今ある関係を刷
新することだ。第二に、これら確立されたネットワークを拡大
することだ。第三に、コネクションの構成方法を革新する必要
がある。第四に、統合を深めなければならない。第五に、これ
らのネットワークと人間関係を、より集中的かつ強力に行使す
る必要がある。

刷新 
同盟関係やパートナーシップの多くは、何年も前から存在して
いる。これらの関係は、過去の状況や優先事項を反映している。
我々は、定期的に関係を更新し、その枠組みの下で行われる活
動を更新することで、変化に対応しようと努めてきた。しかし、
戦略的競争の激化に伴い、その地盤は大きく変化している。ロ
シアの違法なウクライナ侵攻といった事態が発生する中、我々
は歴史的な転換点を迎えている。我が国の同盟関係やパートナ
ーシップは、それにふさわしいものだろうか？	
我が国の戦略的背景は、競争が激化しているとはいえ、深い

経済的結びつきや相互依存関係によって複雑化しており、しば
しば潜在的な敵対国との関係もある。我々が直面している脅威
は、ますます多元的かつ複雑になっている。紛争はもはや、従

ベンガルールのイェラハンカ空軍基地で
行われた航空技術デモンストレーション
で、曲技飛行を披露するインド空軍チー
ム。インドのパートナーシップはインド
の防衛力強化につながっている。	

上：2022 年 5月に東京で開催された日米
豪印首脳会談に出席したアンソニー・ア
ルバニージ（Anthony	Albanese）豪首相、
ジョー・バイデン（Joe	Biden）米国大統
領、岸田文雄日本首相、ナレンドラ・モ
ディ（Narendra	Modi）インド首相。
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来の空、海、陸の領域にとどまらず、サイバー、宇宙、
情報といった新たな領域が極めて重要な存在として急浮
上している。	
これだけ多くのことが変化する中で、我が国の同盟関

係やパートナーシップが現在も目的に適っているかどう
かを再評価する必要がある。協定と現代の課題との関連
性を再評価することは有益なことだ。併せて、ギャップ
への対処や	機会の獲得など、前進するための潜在的な道
筋について率直に話し合う必要があるかもしれない。

拡大 
同盟関係やパートナーシップを、この地域の軍隊間のつ
ながりという点だけで見てみると、状況は頼もしく見え
る。我が国の同盟関係や	パートナーシップは、数字的に
も地理的な広がりという点でも目を見張るものがある。
しかし、成長し、改善する余地はある。軍隊を持たない
国の脱落など、ギャップへの対応がその一例だろう。そ
れでも、全体としては満足できる根拠がある。
しかし、異なる指標を当てはめると、事態はあまり満

足のいくものではなさそうだ。軍事的な協力関係だけで
なく、同盟関係やパートナーシップを、今直面している
脅威に対してより効果的な対応ができるかどうかで評価
したらどうだろう。結局のところ、我々のネットワークは、
軍事提携国を結集させる強力な権限を有している。こう
した力を活用することで、他の国や地域、国際的な主要
プレーヤーを参加させ、戦闘空間に貴重な貢献をさせる
ことができるだろう。そうすることで、重要な点が見え
てくる。ハイブリッドあるいはグレーゾーンの課題を抱
える現在の戦略競争において、軍は依然として重要な存

在である。しかし、唯一の存在ではなくなっていくだろう。
場合によっては、最も重要な存在ではなくなるかもしれ
ない。我々のネットワークは他に誰を、何を含めるべき
なのだろうか？
あるレベルでは、これは適切な省庁間のパートナーを

結集するというお馴染みの課題に関わることかもしれな
い。まずはそこからだ。しかし、それだけにとどまらな
い可能性もある。グレーゾーンやハイブリッドの問題に
より包括的に取り組むために、社会全体からのアプロー
チが提案されている。この点では、民間部門や非政府組
織といった非国家主体が果たす重要な役割がよく言及さ
れる。	
同盟・提携国との関係のどこかにおいて、我々は、グ

レーゾーンやハイブリッドの脅威に対する回復力に重要
な貢献をする非軍事的パートナーをさらに加えなければ
ならない。異なるミッション、優先事項、組織文化は、
これを困難な命題にする可能性がある。しかし、前進は
不可欠だ。このようなパートナーたちの参加を拡大する
ことで、ネットワーク全体の関連性と有効性が増幅され
る。これは時間と労力を費やす価値のあるものになるだ
ろう。

革新
我が国の同盟とパートナーシップは、その大部分が二国
間協定に基づいている。しかし、多くの場合、我々が求
める解決策には多国間のアプローチが必要となる。国家
対国家の戦略的競争が激化し、グレーゾーンやハイブリ
ッドな国境を越えた脅威が存在する状況では、連合ベー
スの解決策がより理にかなっているかもしれない。これ

タイ東部で開催された「コブラ・
ゴールド 2023」で、下船する
大韓民国の戦車。
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らは巨大な連合である必要はない。機敏性や迅速性、地
理的な集中、資源共有の効率性、補完的な連合、取り組
む問題のユニークな性質などの理由から、3～ 4か国の
みとなる場合もある。このような小規模な多国間の取り
組みを表すのに、しばしば「ミニラテラル」という言葉
が使われる。
四か国パートナーシップ（クアッド）は、オーストラ

リア、インド、日本、米国が一堂に会し、共通の戦略的
懸念について話し合うものだ。一方、「AUKUS」として
知られるオーストラリア、英国、米国の 3か国パートナ
ーシップは、防衛科学技術の共有と開発に重点を置いて
いる。広範なトピックや、より専門的なトピック、地理
的な関心事に対応するために、他にも多くの構成が可能
だ。非公式またはその場限りのものもあれば、正式な協
定によって成文化されるものもある。心強い傾向として、
オーストラリア、カナダ、フランス、インド、インドネ
シア、日本、フィリピン、韓国、ベトナムなど、ミニラ
テラルを招集または参加する国が多様化していることが
挙げられる。
我々の同盟関係やパートナーシップは、新たなミニラ

テラル構成を模索するための理想的な基盤であり、課題
に対処するための想像力豊かな方法が生まれる可能性を
秘めている。また、この地域全体における格子状の関係
を強化し、中国やロシアなどの政府による悪質な活動を
抑止・抑制するのに役立つ。可能かつ適切であれば、そ
の機会を調査する価値がある。

統合の深化
新型コロナウィルスのパンデミックは大きな脆弱性を露
呈した。グローバル・サプライチェーンが寸断されたとき、
経済は停止した。中国という一国が、国際的なサプライ
チェーンにおいて圧倒的な影響力を行使していることに
気づいたとき、すでに国家安全保障上の懸念事項となっ
ていた経済崩壊の見通しは、新たな憂慮すべき局面を迎
えた。戦略的競争相手が、どのようにしてこのような影
響力を獲得したのか？
このような背景から、同盟関係や	パートナーシップ

がさらに重要な意味を持つようになった。経済的脆弱性
は、中国の「切り離し」や「リスク回避」の必要性をめ
ぐる激しい議論を生み出した。解決策として、ホームシ
ョアリングやリショアリング産業がしばしば引き合いに
出される。同盟国や提携国との関係では、「フレンド・シ
ョアリング」も選択肢のひとつであり、機密性の高い産
業をより安全な場所に立地させたり、重要な素材や部品、
技術の調達先を多様化させたりすることができる。	
同盟国および提携国はまた、国防に不可欠な産業を中

心に、産業・経済統合を深めてきた。この統合は、パー
トナー間の相対的な強みを融合させ、主要産業のサプラ
イチェーン全体で総合力を発揮させようとするものだ。
「アライド・バイ・デザイン（allied	by	design）」といっ
た言葉は、基礎研究から製品展開に至るまで、より深い
レベルでの協力と統合を表している。国防科学技術に関

するオーストラリア、英国、米国の協力関係は、そのよ
うな意欲的な統合の一例だ。そこには多くの機会が存在
し、多様なハイテク分野にまたがる幅広いパートナーが
関与できる可能性がある。サイバー、宇宙、情報作戦は
その一例であり、人工知能や量子コンピューティングも
同様だ。
このような協力と統合は容易ではない。それはパート

ナー間の質的により深いレベルのコミットメントを象徴
するものである。しかし、その恩恵は、パンデミックに
よって露呈した脆弱性に対処し、経済力を育成し、将来
のマルチドメインで多次元的な課題に対して同盟国や提
携国の態勢を整えることで、より強靭な産業と経済に貢
献する。これは、我が国の同盟関係とパートナーシップ
にとって、新たな重要な一歩を踏み出すことを意味する。

演習ネットワーク 
継続は力なり。軍事演習は作戦準備態勢をテストするも
のであり、合同部隊の準備態勢と有効性にとって極めて
重要だ。連合国にとって、演習は多様な合同軍パートナ
ー間の相互運用性のために不可欠だ。軍隊が互いにシー
ムレスに連携する能力こそ、同盟関係や	パートナーシッ
プの特徴だと言える。潜在的な敵対者に対して、強力な
統合的抑止力を示すことができる。
インド太平洋では、バリカタン（Balikatan）、コブラ・

ゴールド（Cobra	Gold）、ガルーダ・シールド（Garuda	
Shield）、マラバール（Malabar）、タリスマン・セイバ
ー（Talisman	Sabre）など、多くの多国間演習が行われ
ている。こうした緊密なネットワークは、優れた基盤と
なっている。現代の難題に立ち向かうために軍隊が革新
を遂げるなかで、このような訓練が同盟関係やパートナ
ーシップを拡大し、強化しているという心強い兆候が見
られる。参加国の数は一貫して増え続けている。扱うシ
ナリオの種類は増え、高度化し、複雑化している。宇宙
やサイバーといった新しい領域はますます重要な位置を
占めるようになり、情報領域も決して引けを取らない。
全体として、相互運用性と統合のレベルが次第に深まっ
ている。	
これは我々の同盟関係やパートナーシップを物語るも

のだが、潜在的な敵対勢力の動向にも警戒を怠らないよ
うにしなければならない。時間や資源に制約はあっても、
我々は彼らを凌駕することを絶えず追求しなければなら
ない。つまり、演習のたびにハードルを上げるというこ
とであり、共に働くために重要な能力をストレステスト
し、強化するための新しい方法を絶え間なく探し求める
必要がある。
今後同盟関係やパートナーシップをどうするかが大き

な意味を持つ。現状に満足しているわけにはいかない。
むしろ、ある種の焦燥感は健全なものだ。我が国のネッ
トワークは、法治に基づく国際秩序と自由で開かれたイ
ンド太平洋を維持するために不可欠な統合抑止に向けた
重要な道筋なのだ。我々の行動には多くのことがかかっ
ている。o
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中国による無謀な	
インターセプトの中	
航空安全の推進に努める	
米国、同盟国、提携国	

国際基準の 
遵守

FORUM スタッフ

中
国人民解放軍空軍
（PLAAF）戦闘機が 2023
年 10 月、カナダ軍のCP-
140 オーロラ機を国際空域
で「危険かつ無謀」な方法

で複数回インターセプトし、またしても
中国が航行の自由と航空機乗組員の安全
を軽視していることを示した、と当局者が述べた。
このような安全でプロフェッショナリズムに欠け

る行為は、空中衝突やエスカレートの危険性をはら
んでいる。非標準的なインターセプトは、中国がイ
ンド太平洋、特に南シナ海で過剰な管轄権を主張す
るための大きな試みの一部だ、と国際法の専門家は
説明する。
空対空ミサイルを装備した中国人民解放軍空軍

戦闘機が 5メートル以内に接近したとき、カナダ

空軍のイアン・ハドルストン少将（Maj.	Gen.	Iain	
Huddleston）は、哨戒機に同乗していた記者団に
「我々は確実に国際空域内を飛行している」と言った。
CP-140 オーロラ機は、対北朝鮮国際石油制裁の違
反がないかを監視するため、東シナ海の船路を定期
パトロールしていた。「あの最後のシークエンスは、
プロフェッショナリズムに欠けるインターセプトだ
った。非常に攻撃的だった」とハドルストン少将は
語った。	

国際基準の 
遵守 世界の空で
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同機にはカナダ海軍の駐日駐在武官ロブ・ワット大
尉（Capt.	Rob	Watt）も同乗していたと、カナダの公
営ニュースサービスのCBCニュースは伝えている。
中国人民解放軍空軍海軍による米国、同盟国、提携

国の航空機に対する非標準的なインターセプトは、ま
すます頻繁になっている。航空機を識別するのに必要
な時間を超えて行われるこのような近接したインター
セプトは、グレーゾーン・ハラスメントの一種であり、
乗員だけでなく、周辺にいる第三者の航空機にも不必
要な危険を及ぼす。
カナダの事件の翌日、米国国防当局者は、2021 年

以降、東シナ海と南シナ海上空で中国軍パイロットが
米軍機に対して行った「威圧的で危険な」行動を 180
件以上記録したと発表し、これは過去 10年間の合計を
上回ると述べた。「中国人民解放軍の操縦士が無謀な操
縦をしたり、チャフをばらまいたり、照明弾を発射し
たり、米軍機に急接近したり、接近したりしたケース
は 200 件近くあり、これらはすべて、米国軍と世界の
すべての国が国際法に基づいてあらゆる権利を有する
場所で安全に活動する米軍の能力を妨害するためのも
のだ」とイーライ・ラトナー（Ely	Ratner）国防次官補（イ
ンド太平洋安全保障問題担当）は 10月 17 日の記者会
見で述べ、「中国人民解放軍が他国に対して強制的かつ
危険なインターセプトを行ったケースを含めると、過

去 2年間で、米国、同盟国、提携国の航空機に対して
行ったケースは 300 件近くに上る」と語った。
米国当局は、中国人民解放軍空軍の戦闘機パイロッ

トが国際空域で米国軍パイロットを威嚇しようとし、
場合によっては航空機の 7メートル以内を飛行してい
る様子を撮影した画像とビデオを新たに機密解除して
公開した。「米国の合法的な作戦活動の変更を強要する
ために、このような危険な行動を実行する集中的かつ
組織的な作戦だ」とラトナー国防次官補は語った。
法律の専門家によれば、すべての国は、作戦環境の

理解、即応態勢の維持、航行の自由の維持、脅威の特
定と緩和を目的として、国際空域で合法的な監視活動
を含む航空作戦を実施することができる。中国人民解
放軍空軍による頻繁な非標準的インターセプトは、航
行の自由を妨げ、侵害する。
米インド太平洋軍司令官ジョン・アクイリノ米国海

軍大将（Adm.	John	Aquilino）は記者会見で、中国人
民解放軍空軍は「この行動を完全に止めることができ
るし、止めなければならない」と述べた。
しかし、そのわずか 1週間後、中国人民解放軍空軍

の J-11 機パイロットが、南シナ海上空で合法的な通常
作戦を行っていた米国空軍のB-52機に対して危険なイ
ンターセプトを行った。中国軍パイロットは「安全で
ない、プロフェッショナリズムに欠ける方法で飛行し、
制御不能な過剰速度で接近し、B-52 機の下方、前方、
10フィート以内を飛行し、両機を衝突の危険にさらし
た」と米インド太平洋軍は述べ、中国人民解放軍空軍
のパイロットはいかに衝突寸前まで接近していたかに
気づいていなかったようだと指摘した。
中国人民解放軍空軍によるインターセプトは、安全

でない状況を作り出し、合法的に運航している航空機
にとってリスクを増大させるだけでなく、国際民間航
空機関（ICAO）の勧告にも反している。国際民間航空
機関は 1947 年に設立された国連機関であり、国際空
域における航空機の安全運航のためのガイダンスを提
供することを目的としている。これには、衝突を避け
るために適切な距離を保つことも含まれる。プロフェ
ッショナリズムとは、あからさまに攻撃的な行動や言
葉、ジェスチャーを控えた、挑発的でない操縦と適切
なエアマンシップを特徴とする。中国は国際民間航空
機関を管理する国際民間航空理事会のメンバー国だ。
国際民間航空機関（ICAO）の規則は、軍の空対空

戦闘を規定するものではないが、世界的に正常かつ安
全な行動を理解するための基礎となっている。中国の
インターセプトは、2014 年に米国と交わした国際民間
航空機関の条約と空対空遭遇時に関連する原則に沿っ
た運用をするという覚書に反している。
米国とその同盟国および提携国は、人員と資産の安

全を確保し、合法的な監視を行い航行の自由を維持す
ることを含め、国際空域で活動するすべての国の権利
を維持するため、すべての国が国際的に認められた上
空でのインターセプトの基準を遵守する必要性を引き
続き推進する。o

2022 年 6 月、南シ
ナ海上空の国際空域
を合法的に飛行中の
米国軍機に対して危
険なインターセプト
を行う中国人民解放
軍空軍戦闘機。 
AP 通信

写真（上）：2023 年
10 月 24 日、南シナ
海上空の国際空域
で、米国空軍の B-52
機に対して危険なイ
ンターセプトを行う
中国人民解放軍空軍
のJ-11機パイロット。
米インド太平洋軍
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ミッションは極めて重要であり、タイムライン
は明白だった。それは、オーストラリアの国
防戦略と戦力態勢に関する包括的な見直しで

あり、おそらく過去 30年以上において最も重要な分
析であった。さらには、このような取り組みには通
常 1年半かかるところを、半年以内に提言を発表す
ることが要求されていた。「国防戦略見直し」の共同
責任者であるアンガス・ヒューストン卿（Sir	Angus	
Houston）退役空軍大将は、41年の軍歴の中でオ
ーストラリア国防軍（ADF）とオーストラリア空軍
（RAAF）のトップを歴任してきた。同氏は、「これは
難しい注文だった。しかし、我が国の戦略的状況は
緊急であり、非常に迅速に対応する必要があった」
と言う。
こうした状況は「長い間悪化の一途をたどってお

り、私が生きてきた中で最悪の戦略的状況であった
と言える」と、ヒューストン卿は 110 ページに及ぶ
「国防戦略見直し」の非機密版が発表された数週間後
の 2023 年 5月、戦略国際問題研究所（CSIS）の聴
衆に語った。オーストラリアの国防を根本的に塗り
替えている要因には、地域の大国による不透明な軍
備増強、国家戦術としての威圧行動の拡大、新興技
術の軍事能力への急速な転換、核兵器の拡散、そし
て破滅的な誤算のリスクの高まりがある。
この火種となりやすい組み合わせは、インド太平

洋における「40年にわたる平和、安定、繁栄」を根
底から覆す恐れがあると、ヒューストン卿はワシン
トンD.C. を拠点とする同シンクタンクで語った。一
方、サイバーや	スペースからの脅威や攻撃はもちろ
んのこと、長距離ミサイルや極超音速兵器の時代に
おいて、オーストラリアが本来持っている距離や海
洋という防御上の利点は、もはや他国にとって克服
不可能なものではなくなっていると見られる。「私の
経験上、通常型紛争の警告時間は初めて 10年を下回
ると評価された」とヒューストン卿は、敵対国が意
図を確立してからオーストラリアに対して大規模な
攻撃を仕掛けるまでにかかる時間に関するオースト
ラリア国防軍の予測について語った。	

FORUM スタッフ |  写真提供：オーストラリア国防省

急速に変化する状況に対応
するオーストラリア国防軍 

目的に合わせた
軍備強化



「タリスマン・セイバー 2023」期間中、
オーストラリア・クイーンズランド州の
ショールウォーターベイ訓練場で、米陸
軍高機動砲ロケットシステム（HIMARS）
が誘導ミサイルを発射した。
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ヒューストン卿とスティーブン・スミス（Stephen	
Smith）元国防相は、この半世紀にわたり、オースト
ラリアの国防政策は「我が国の身近な地域の小国や中
堅国からの潜在的な低レベルの脅威を抑止し、それに
対処することを目的としてきた」と、「国防政策見直し」
の中で述べている。さらに、「このアプローチはもはや
目的に適っていない」とし、オーストラリア国防軍は
「我が国の沿岸から遠く離れた敵国を危険にさらすこと
ができなければならない」と述べている。
「我が国が直面している戦略的リスクは、国防計画、
戦力態勢、戦力構造、能力開発、装備調達に対する新
たなアプローチを必要としている」と、ヒューストン
卿とスミス元国防相が評価を始めてから半年後の 2023
年 2月に機密扱いで政府に提出された「国防戦略見直
し」は指摘している。また、「我々は、潜在的な侵略者
が紛争による利益がリスクを上回ると判断することが
ないよう、算段を変えることを目指している。これに
より、オーストラリアはこの地域の平和を維持する戦
略的なパワーバランスに貢献し、各国が自国の利益に
反して強制されにくくなる」と述べている。

「拒否戦略」 
「国防戦略見直し」では、空、陸、海、サイバー、宇宙
といった防衛の全領域を網羅する政府全体の提言が提
示されている。その中には、さまざまな不測の事態に
対応するための統合軍から、最も重大なリスクに焦点
を当て、潜在的な紛争の場としてのサイバーや宇宙の

出現をより反映した統合軍への転換も含まれる。
「オーストラリア国防軍の拒否戦略の策定は、敵対
国がオーストラリアを軍事的に威圧し、オーストラリ
アに対して危険を冒すことなく活動するための行動
の自由を否定する能力の鍵となる」と	「国防戦略見直
し」は述べ、高機動砲ロケットシステム（HIMARS）
や精密照準爆撃ミサイルなど、オーストラリア陸軍の
兵器の射程を 500 キロより延ばす長距離攻撃能力の獲
得と開発を求めている。「国防戦略見直し」はさらに、
F-35A 統合打撃戦闘機や F/A-18F スーパーホーネット
への長距離対艦ミサイルの搭載や、有人・無人の航空
機や宇宙基地と統合可能なMQ-28A ゴーストバット・
ドローンの開発加速も支持している。
同文書はさらに、「オーストラリア国防軍の拒否戦

略は、接近拒否／領域拒否能力（A2AD）の開発に重
点を置かなければならない」と述べ、「接近阻止能力は、
通常長距離で敵対勢力を探知し、進攻してくる敵対勢
力が作戦領域に侵入するのを阻止するように設計され
ている。領域拒否能力は、射程距離が短く、定められ
た作戦領域内で敵の行動の自由を制限するように設計
されている。接近拒否／領域拒否能力はしばしば長距
離攻撃能力、海中戦、地対空ミサイルと同義語である」
と説明している。	
国家の海上防衛のアップグレードの一環として、通

常兵器搭載の原子力潜水艦の艦隊の開発は「絶対不可
欠」であるとヒューストン卿は戦略国際問題研究所で
述べた。この潜水艦は、ディーゼルエンジン搭載の潜

オーストラリアでの「ピッチ・ブラック（Pitch	Black）2022」演習に参加する韓国空軍の KF-16U ファイ
ティングファルコン機とオーストラリア空軍の F-35A ライトニング II 機。		
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水艦よりも遠くまで速く移動でき、ステルス性も高い。
オーストラリア海軍（RAN）は、英国や米国との協力
のもと、2040 年代初頭に初の国産原子力潜水艦を受領
する予定だ。それまでに、オーストラリアの民間人と
軍人が英米海軍に編入して訓練を受けることになって
いる。「できる限り早期実現が必至だ」とヒューストン
卿は語る。
ヒューストン卿とスミス元国防相はまた、オース

トラリア海軍の水上戦闘艦艇の能力を、計画中の原子
力潜水艦の能力を確実に補完できるよう、独自に分
析することを提言した。オーストラリア戦略政策研
究所（Australian	Strategic	Policy	Institute	-	ASPI）
ワシントン	D.C	事務所のマーク・ワトソン（Mark	
Watson）所長によれば、石油やその他の液体燃料を含
む海上貿易にほぼ全面的に依存しているオーストラリ
アにとって、海上作戦は国防計画の中心をなしている
という。「我が国の海上アプローチを妨害したりシーレ
ーンを封鎖しようとする国はいかなる国であって阻止
する必要がある。オーストラリアは海洋国家だ。もし
誰かがそれを遮断したら、我々は大変なことになる」と、
ワトソン氏は 2023 年 5月にナショナル・ディフェン
ス（National	Defense）誌に語っている。「こうしたア
プローチをオープンにしておく必要がある。そうする
ことは、それを封じようとする者に対抗する能力を持
つことを意味する」という。
オーストラリア政府は、原子力潜水艦や長距離攻撃

能力、北部基地のインフラ強化など、この見直しで特

定された 6つの優先課題を実施するため、2027 年ま
で約１兆 9,000 億円（約 130 億ドル）を拠出するとし
ている。全体的に、国防費は国内総生産の約 2％から
10年以内に 2.3％に伸びると予測されている。国防省
は、「オーストラリアの安全保障の中心にあるのは、こ
の地域の集団的安全保障だ」とし、「重要なのは、イン
ド太平洋における重要な防衛パートナーシップにさら
なる資金援助が行われることだ」と述べている。

影響力のある投射
8万5,000人規模のオーストラリア国防軍の変革案は、
インド太平洋諸国の軍隊が、深刻な安全保障上の課題
（その多くは共有されている）に適応している地域の傾
向を反映している：
•	2022 年末に採択された日本の新しい国家安全保障
戦略では、2027 年までに防衛費を倍増させるとし
ており、その中には反撃能力の開発も含まれてい
る。日本政府は、北朝鮮が国連制裁に違反して前
例のないミサイル発射実験を繰り返していること、
少なくとも 1発は北日本上空を通過したこと、そ
して中国が東シナ海の尖閣諸島周辺で強硬な行動
をとっていることを理由に挙げている。国際戦略
研究所の越野結花研究員（安全保障・技術政策）
は FORUMの取材に対し、「これは防衛に対する
日本の考え方を明らかに変えるものであり、イン
ド太平洋の脅威の状況が進展していることを示す
ものだ」と語った。

「オルゲタ・ウォーリア（Olgeta	Warrior）2023」で行進するオーストラリア陸軍とパプ
アニューギニア国防軍の兵士。
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•	中国による南シナ海での侵略を受け、フィリピン軍
は国内安全保障から領土防衛に重点を移し、多連装
ロケットや陸上配備型ミサイルシステムで軍備を近
代化している。「侵略者がフィリピンの国土や内陸
部に近づいてきた場合、諸君（陸軍）は国を守る準
備ができている」と、フィリピン陸軍司令官のロメオ・
ブローナー大将は 2023 年初めに述べている。
オーストラリアやその他の国々で進行中の戦略的転

換のきっかけとなったものの中に、この地域の将来を
大きく曇らせているものがある。「国防戦略見直し」
は、中国の軍備増強は第二次世界大戦以来「どの国よ
りも大規模かつ野心的」であると指摘している。スト
ックホルム国際平和研究所（Stockholm	International	
Peace	Research	Institute）によれば、2022 年、中国
は核兵器を 20％近く増やし、他のどの国よりも多い
60発の核弾頭を追加した。
「この増強は、中国の戦略的意図についてインド太
平洋地域に透明性や安心感を与えることなく行われて
いる」とヒューストン卿とスミス元国防相は記してい
る。さらに、「南シナ海における中国の主権主張は、オ
ーストラリアの国益に悪影響を及ぼす形で、インド太
平洋における法治に基づく世界秩序を脅かすものであ
る。中国はまた、オーストラリアの近隣で戦略的な競
争を繰り広げている」と述べている。
地域的な影響力をめぐる争いは、2022 年初めに中

国がソロモン諸島と安全保障協定に調印したことで急
浮上した。ソロモン諸島は人口70万人の非軍事国家で、
安全保障と警察活動で長年オーストラリアに依存して

きた。この秘密協定については中国政府とソロモン諸
島の両者が否定しているにもかかわらず、南太平洋に
おける中国の恒久的軍事プレゼンスの不安を引き起こ
し、この地域を動揺させた。オーストラリア北部と中
国本土の距離は 4,000 キロ以上離れているが、ソロモ
ン諸島は、オーストラリア陸軍の基地とオーストラリ
ア国防軍の訓練場があるクイーンズランド州タウンズ
ヴィルから北東 1,600 キロに位置している。
オーストラリア戦略政策研究所が 2022 年 12 月に

発表した報告書「Impactful	projection	—	Long-range	
strike	options	for	Australia（仮訳	影響力のある投射	-	
オーストラリア領海への長距離攻撃オプション）」によ
ると、「中国人民解放軍の戦力投射能力は過去 20年間
で飛躍的に向上し、長距離通常弾道ミサイル、爆撃機、
オーストラリア海域をすでに通過している新型水上戦
闘艦も含まれている」という。	
「オーストラリアの軍事戦略にとって『最悪の場合』
のシナリオとは常に、敵対国がオーストラリアを標的
にしたり、提携国や同盟国から孤立させたりできるよ
うなプレゼンスを、オーストラリアの近隣地域に確立
することだった。中国人民解放軍が、我が国の北にあ
る列島か南西太平洋で艦船や潜水艦、あるいは陸上の
ミサイルや航空機を使った攻撃能力を有することは最
悪のケースだ」という。

国家運営の強化 
志を同じくする国々は、そのような事態に備えて国防
軍を再編成する一方で、長年の同盟関係を強化し、集

「タリスマン・セイバー 2023」期間中、ショールウォーターベイ訓練場で、ミサイル
着弾地点を確認するオーストラリア陸軍と大韓民国陸軍の兵士ら。		
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団的利益のために能力を増幅させる新たなパートナー
シップを育んでいる。「南太平洋のすべての小国、この
地域と東南アジアのすべての国々、そしてもちろん、
我が国の非常に重要な提携国である米国、クアッドパ
ートナー（インド、日本、米国）、そして我が国と二国
間、三国間、多国間の関係を持つ国々すべてを関与さ
せることができるように、国家運営を真に新たなレベ
ルに引き上げる必要がある」とヒューストン卿は戦略
国際問題研究所で語り、「我々は実際に外に出て、チャ
ンスを活かさなければならない」と述べた。
2022年末、オーストラリアと島国バヌアツは、国境

警備、警察活動、人道支援・災害救援（HADR）、サイ
バーセキュリティ、海上・航空の安全・安心を対象とす
るパートナーシップに調印した。リチャード・マールズ
（Richard	Marles）豪国防相は声明で、「これは、オース
トラリアとバヌアツが、太平洋の家族の一員として協力
し、共有する安全保障上の課題に取り組むという継続的
なコミットメントを反映したものだ」と述べた。
2023 年 12 月、オーストラリア政府はまた、隣国の

パプアニューギニア（PNG）と安全保障協定を締結し
た。パプアニューギニアは最近、米国軍が安全保障支援・
災害救援任務を含め、島国の基地から展開できるよう
にする防衛協力協定を米国と結んだ。「我が国はパプア
ニューギニアとは長い長い関係にある。我が国は常に
パプアニューギニアの国防軍を発展させるための援助
を行ってきた」とヒューストン卿は戦略国際問題研究
所で語り、「しかし今後、彼らが開発したいと望んでい
る能力があり、我が国はその能力に投資する必要があ
る。例えば、航空能力だ。我々は、彼らにとって非常
に有用な航空団を開発する大きな余地があると考えて
いる。我が国はすでに巡視艇を提供しているが、提供
する支援をさらに発展させる必要があるだろう」とし、
「そしてもうひとつは、これらすべての国々と演習
を行う必要があるということだ」と述べた。さらに、「パ
プアニューギニアは、第二次世界大戦で見たように、
非常に厳しい環境だ。（パプアニューギニアでの）演習
は、我々が必要とする能力を開発する上で非常に貴重
なものであり、また、関係者全員に非常に要求の厳し
い厳しい環境に慣れ親しんでもらうものでもあると思
う」と語った。

価値観による連携
ヒューストン卿の講演から2か月後、パプアニューギニ
ア国防軍兵士らは、かつて島国パプアニューギニアとオ
ーストラリア大陸北端を結ぶ陸橋があった幅150キロ
のトレス海峡を越えて、オーストラリアと米国が主導す
る多国間演習「タリスマン・セイバー」に参加した。こ
の演習は2005年から隔年で開催されているが今回は過
去最大規模で、13か国から34,500人の兵士がノーザン・
テリトリーやクイーンズランド州を含むオーストラリア
全土の訓練場やその他の場所に集結した。訓練には、水
陸両用上陸作戦、航空戦、海上作戦、地上部隊の演習な
どが含まれ、相互運用性と即応性を高めた。

「タリスマン・セイバー」は、どんな危機にも立ち
向かう豪米同盟を体現している、と関係者は言う。両
国の軍隊は第一次世界大戦以来、紛争で共に戦ってお
り、オーストラリア政府と米国政府は 1951 年に相互
防衛協定に調印した。「国防戦略見直し」は、「米国と
の同盟関係はオーストラリアにとってより一層重要に
なっている」と指摘している。

その点で、今回の見直しは「ほとんど防衛革命」だ
と、ヒューストン卿との対談を主催した戦略国際問題
研究所の上級顧問でオーストラリア委員長のチャール
ズ・エデル（Charles	Edel）氏は言う。「ここで重要な
のは、最も緊密で信頼できる同盟国のひとつが、この
地域における米国の力を補完し増強するような形で、
その防衛戦略や防衛力の方向性、多くの意味での目的
を大きく変えようとしているということだ」とエデル
氏は国防省に語った。
戦略国際問題研究所でヒューストン卿は、オース

トラリアが米国との同盟関係を強化する必要性を強調
した。同氏は、「その中には、基本的に米国がオース
トラリアに巡回駐留することも含まれる。我々はそれ
をさらに発展させるべきだ」と述べ、「我が国はもち
ろんできる限り自立する必要がある。しかし、現在の
状況を考えると、こうした同盟関係は不可欠だ。この
同盟関係は何年も何年も我々に非常に役立ってきた」
と語った。
このような戦略的状況において、オーストラリアは

同盟関係やパートナーシップを含む国力のあらゆる要
素を投入し、「開かれ、安定した、繁栄する地域を形成
すること、すなわち、主権が尊重され、合意されたル
ール、基準、法律によって運営される予測可能な地域
を形成すること」を求めている、とヒューストン卿と
スミス元国防相は「国防戦略見直し」の中で強調して
いる。o

2023 年 2月、（左から）アンガス・ヒューストン退役空軍大将が
アンソニー・アルバニージ豪首相とリチャード・マールズ国防相
に「国防戦略見直し」を提出した。		
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インド、グワハティの
ブラマプトラ川で祈りを捧げ
るヒンドゥー教の信者たち。
AP 通信

中国共産党が武器化する

水
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は天然資源の中で最も貴重なものだ。
中国は、1950 年代初頭に毛沢東（Mao	
Zedong）率いる中国共産党が併合する
までインドとの緩衝地帯として機能し
ていたチベット高原を今も統治してい
るため、アジアの水を支配している。

2022 年半ば以降、中国は水資源に恵まれた高地を
源流とする国際河川の越境流を、危険なダム建設計画
によって武器化しようとする動きを強め、安全保障上
の懸念を引き起こしている。
チベット高原は、アジアの10大河系の起点であり、

10 数か国の河川の源流であることから、中国が特殊
な水辺国家であることがわかる。しかし、中国政府は、
水辺国家間の安定的で互恵的な関係の鍵を握ってい
るにもかかわらず、どの下流国とも水利権の共有協
定や協力条約を結んでいないという点で際立ってい
る。対照的に、インドはバングラデシュやネパール
を含むほとんどの近隣諸国と水利権の共有協定を結
んでいる。
中国のダム建設熱はますます国際河川に集中してい

る。中国がチベット高原の支配を利用して水辺国家間
の関係を築こうとする試みは、中国の広範な地政学的
目標と不可分だ。中国は、20年以上前に中国軍将校が
作った造語「制限のない戦い」とも呼ばれる非対称戦
やハイブリッド戦を採用することが増えている。
あらゆる形態の間接戦を含むこのモデルを通じて、

中国は拡張主義的で強圧的な政策を追求してきた。し
かし、中国は常に攻撃的な行動を防衛的あるいは平和
的なものとしてカモフラージュしようとしてきた。水
の兵器化は、中国の制限なき戦い戦略に合致する。

他に類を見ないメガダム
中国はチベットのブラマプトラ川（Brahmaputra	
River）に世界最大の水力発電ダムを建設している。そ
れはまた、非常にリスクの高いプロジェクトでもある。
下流のバングラデシュとインドでは、この巨大ダムに
対する懸念が渦巻いている。その少なくとも一因とな
っている理由は、ダムが地震の多い地域に建設される
からだ。この立地は、下流域の地域社会にとって潜在
的な水爆弾となる可能性がある。
さらに、危険な地形で、おそらく世界で最も荒々し

い河川に、世界で最も強力な水力発電施設を建設する
ことのリスクも存在する。ブラマプトラ川はヒマラヤ
山脈を囲むように急カーブを描き、米国のグランドキ
ャニオンの 2倍の深さを持つ、世界で最も長く険しい
峡谷を形成している。落差 6,008 メートルのこの峡谷
には、アジア最大の未開発の水資源がある。

中国南西部は、インドプレートとユーラシアプレー
トが衝突する地質学的断層線上に位置しているため、
地震が起きやすい。2008 年にチベット高原の東縁を襲
い、8万 7,000 人が死亡した地震は、一部の中国と米
国の科学者によって、地震断層に沿って 4年前に稼働
を開始した紫坪埔ダム（Zipingpu	Dam）が原因とさ
れた。科学者らは、ダムの巨大な貯水池の水の重さが
地震を引き起こしたと主張している。

このような観点から、中国がこの高原でのダム建
設を強化していることは、正当な安全上の懸念を喚起
するものだ。メガダムが崩壊すれば、下流域は壊滅的
な打撃を受けるだろう。2020 年、記録的な洪水によ
り、以前から物議を醸していた中国の長江の三峡ダム
（Three	Gorges	Dam）が危機的な状況になり、4億人
の中国人が危険にさらされた。
	三峡ダムは世界最大のダムだが、それをはるかに

凌ぐのがブラマプトラ川プロジェクトだ。この巨大ダ
ムは、軍事化されたインドとの長い国境に危険な状態
で接近することになる。中国がインド最北端のラダッ
クに密かに侵攻して以来、両国はヒマラヤ国境沿いで
3年以上にわたって緊迫した軍事的にらみ合いを続け
ている。メガダムによって、中国はインドに対する影
響力を得ることになる。2020 年後半、中国共産党の
機関紙「環球時報（Global	Times）」はインド経済を
「窒息	」させる可能性のある越境水域を「中国がどの
ように武器化しうるか評価する」ようインドに促した。

水

パキスタンのナウセリにある中国が建設した水力発電所は、倒壊の
恐れがあるとして 2022 年に閉鎖された。AP 通信

ブラーマ・チェラニー

インド太平洋の環境を脅かす中国の最新メガダム
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ブラマプトラ川は、チベット人にとっては「ヤルン・
ツァンポ（Yarlung	Tsangpo）」として知られており、
チベット文明の発祥地であり、最初のチベット帝国が
置かれたとされるヤルン渓谷に由来する。この小さく
も戦略的に重要な谷は、ブータンとインドへの古代交
易路を支配していた。
チベット文化では、この川はチベット仏教におけ

る最高の化身のひとつである女神ドルジェ・パクモ
（Dorje	Phagmo）の背骨を象徴している。また、峡
谷地域の主な山々、崖、洞窟は女神の体の部位を象徴
している。
メガダムは、チベットで最も神聖な場所とされる

ペマコに建設されている。ペマコは物理的な世界と
精神的な世界が重なり合う土地を意味する「ベユル
（beyul）」と呼ばれている。チベットの文化には自然に

対する敬意が深く根付いており、それは高原の独特な
景観から生まれたもので、チベット文化は長い間、自
然環境の番人としてその役割を果たしてきた。
しかし、中国による支配は、世界で最も生物多様性

の豊かな地域のひとつであるチベットに、文化的・環
境的に甚大な被害をもたらした。この巨大プロジェク
トによって、中国はチベット人の最も神聖な場所、チ
ベットの守り神を象徴する峡谷地帯を冒涜しようとし
ている。このメガダムによって、またひとつ神聖な地
域が汚されようとしている。
建設は 2021 年 3月に承認され、中国共産党の国会

が習近平総書記（Xi	Jinping）政権の決定を承認した。
承認直前に中国は「第 14次 5か年計画」を発表して
おり、この巨大プロジェクトは 5年以内に実施される
と記されていた。

蔵木ダム
発電能力 510 メガワット

グワハティ市

グレート・
ベンド

紛争中の	
国境線

ブータン

ブラマプトラ 
川

ヤルン
ツァンポ

ミャンマー

チベット

アルナーチャル
プラデーシュ州

メトク/メドク・ダム建設計画
建設予定
建設中
完成したダム

インド

シアン川：
インドは、中国が「南
チベット」と主張する
インドのアルチャナ
ル・パラデシュ州に発
電能力 10GW のダム
を建設することで 対
抗する可能性がある。

メトク / メドク・ダム建設計画
提案されている中国のダムは最大 60
ギガワット * の発電が可能で、これ
は中国中部にある世界最大の三峡ダ
ムの約 3 倍に相当する。

インド

中国

バングラデシュ

チベット
ブラマプトラ

川

詳細地図

キロメートル

0 25 50

イラスト：FORUM

*1 ギガワット（GW）= 1,000 メガワット（MW）
出典：ArrcGIS、ロイター通信、ボイス・オブ・アメリカ 

中国のブラマプトラ川ダム建設計画

中国政府は、チベットのペマコ中心部にあるヤルン・ツァンポ
として知られるブラマプトラ川の一部でメガダムの建設を計画
しており、下流にあるインドとバングラデシュへの潜在的な影
響が高まっている。
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2020 年 10 月、チベットの地方政府は、水力発電
プロジェクトを専門とする国営建設会社である中国電
力建設（PowerChina）との間で、この巨大プロジェ
クトに関する「戦略的協定」を承認した。その 1か
月後、中国電力建設総責任者のヤン・ジヨン（Yan	
Zhiyong）は共産主義青年同盟に対し、メガダムは「水
力発電資源において世界で最も豊かな地域」に建設さ
れ、ブラマプトラ川を堰き止める「歴史的な機会」に
なると語った。
ダムはチベットのメトク県（別名メドク）、ペマコ

の中心部で、川がインドに入る直前にそびえ立つ。こ
れにより、年間発電量は推定 3,000 億キロワットと
なり、三峡の約 3倍となる。1994 年から 2012 年の
間に、三峡ダム建設によって少なくとも 130 万人が
家を失った。
ブラマプトラ川の流域は、歴史的にヒマラヤ山脈東

部のインドとチベットの国境となっていた。チベット
西部の氷河を源流とするこの川は、海抜 5,000 メート
ル以上の山々を蛇行しながら流れており、その高さは
世界一だ。
インドに入る前、川は 2,700 メートル以上急降下し、

ナムチャバルワとギャラペリという 2つのヒマラヤ最
高峰に挟まれた他に類を見ない峡谷を形成する。中国
のダム建設業者は、山岳トンネルを通して水を迂回さ
せることで水力発電を利用しようとしている。
この巨大プロジェクトの環境破壊の矛先は、インド

の北東部、そしてさらには最下流の国であるバングラ
デシュに向けられるだろう。大部分が低地のデルタ地
帯であるバングラデシュは、すでに気候や環境の変化
に脅かされている。中国のダム計画は状況をさらに悪
化させるだろう。

そうなれば、すでに何百万人ものバングラデシュ人
が不法に定住しているインドへの難民の流出がさらに
増える可能性がある。ブラマプトラ川は、世界で最も
人口密度の高い国のひとつであるバングラデシュにと
って、最大の淡水源だ。しかし、習主席はこのような
ことを一切気にかけていないようだ。

水をめぐる覇権
このプロジェクトによって、中国はチベットと国境を
接するインドのアルチャナル・プラデシュ州に対する
領有権を主張するために、水流の支配権を利用する可
能性もある。インドを挑発するために、中国はこの地
域を「南チベット」と呼んでいる。
さらに重要なことは、ダムによって、中国は国境外

の何千万人もの人々にとって不可欠な資源を効果的に
管理できるようになるということだ。ブラマプトラ川
上流には、すでに十数基の中小規模の中国製ダムが存
在する。中国による上流での活動は、インドの国境地
帯で鉄砲水を引き起こし、最近ではブラマプトラ川の
大動脈である、かつては清らかだったシアン川を汚く
灰色に変えてしまった。
透明性と協力は、水利権をめぐる平和的な関係を築

くための基礎となるものだ。しかし、中国はこうした
原則を受け入れておらず、通常、商業衛星によって証
拠が隠せなくなるまで、主要なダムプロジェクトを極
秘にする。このことは、中国がメガダムプロジェクト
を承認して以来、何の情報も発表していない理由にも
つながる。
メガダムが承認される前の数年間、中国は建設を

促進するために峡谷周辺のインフラ整備を強化した。
2021 年 5月、当局は「世界で最も深い峡谷を通る高

バングラデシュのサトキラにあるスンダルバンスのマングローブ林近くの池で水を汲んだ後、乾燥した土地に立つ少女。ロイター
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インド、グワハティのブラマプト
ラ川で網を持つ漁師。AP 通信

メガダムプロジェクトは 
地域社会や生態系への 

影響があるにもかかわらず 
世界最高、最大、最深、最長、最高位の 

水力発電プロジェクトの建設に 
固執する中国を象徴している。



25IPD FORUMFORUM

速道路」の完成を発表した。高速道路はチベット国境
にあるインドのビッシング村付近で終わる。
翌月、中国は首都ラサからブラマプトラ川沿いのニ

ンティ地区を結ぶチベット初の電化鉄道を開通させた。
中国当局は、この高架鉄道を 2021 年 7月の中国共産
党 100 周年への贈り物と呼んでいる。
鉄道と高速道路は、危険な地形のため長い間立ち入

りが不可能とされてきたメガダムがある遠隔地の事業
所への重機、資材、作業員の輸送に使われる。この鉄
道は軍事的な意味合いも持っており、中国南西部の四
川省からインド国境までの第 2路線が完成すれば、そ
の意味合いはさらに強まるだろう。ラサ - ニンティ地
区間の鉄道は、隣接する四川省の省都である成都まで
建設中の鉄道の一部として開通された。

大きな影響
ブラマプトラ川ダム・プロジェクトは、中国がチベッ
ト高原の支配を利用して越境河川の流れの再編成を強
化している戦略の一環だ。淡水不足がアジア経済の先
行きを暗くしている一方で、中国による共有水域の利
用は、国境をまたく河川沿いに大規模なダムや貯水池
を建設することに重点が置かれている。中国は水力覇
権を上流での水支配につなげ、アジアの水源を掌握し
ようとしてる。
中国国内の河川の過剰な堰き止めは、生態系を著し

く損ない、河川の分断と枯渇を引き起こしている。こ
のため、栄養豊富な沈泥を拡散させることで農地を自
然に肥沃化させる洪水サイクルにも支障をきたしてい
る。問題は、ますます堰き止められつつある国際河川に、
中国が同様の被害を及ぼすのをいかに阻止できるかと
いうことだ。
メコン川下流域は警鐘の役割を果たしたはずだ。し

かし、東南アジア諸国の生命線であるメコン川に 11
の巨大ダムを建設し、下流国に干ばつを繰り返し引き
起こした中国が、今度は世界で最も標高の高い大河ブ
ラマプトラ川の豊かな資源に狙いを定めている。
中国の領土・海洋拡張主義のパターンと同様に、水

利権獲得戦略は、カンボジア、ラオス、タイからネパ
ールに至るまで、友好的で柔軟な近隣諸国さえも容赦
しない。実際、中国が南シナ海や	、小国ブータンさえ
標的にしたヒマラヤ山脈での領土獲得は、国境をまた
ぐ河川流域での淡水の奪取を伴うものであることはほ
とんど認識されていない。このような慣行を考えれば、
中国がブラマプトラ川や、敵対するインドに流れ込む
他の河川を狙っていることは、驚くには当たらない。

信頼の侵害
中国はまた、しばしば大洪水をもたらす重要なモンス
ーンの季節に水文データを非公開にすることで、水を
武器化している。2017 年、習主席の一帯一路インフラ
構想の初会合をインドがボイコットした後、中国はイ
ンド政府にデータを非公開にすることを開始し、イン
ドの早期洪水警報システムを弱体化させた。

ブラマプトラ川がチベットから最終的にバングラデ
シュに到達する間に位置するインド北東部では、その
年のモンスーンの雨が平年を下回ったにもかかわらず、
アッサム州を中心に前例のない壊滅的な洪水に見舞わ
れた。中国は 2018 年にインドとの水文データの共有
を再開したが、これはインドに対するデータ公開が拒
否された結果としてアッサムで予防可能な死者が出た
後でのことである。

このエピソードは、中国が法的義務を軽視している
ことを浮き彫りにした。データの公開停止は、インド
が前払いしていた毎日の水文データの転送を中国に義
務付けた 2つの二国間協定に反するものだった。
中国共産党にとって協定は、政治的に都合が悪くな

ると拘束力を失う。例えば、インドと中国の軍事的対
立は、紛争中の国境沿いでの軍備増強を禁止する二国
間協定に中国が違反した結果だ。
メガダムプロジェクトは、地域社会や生態系への影

響があるにもかかわらず、世界最高、最大、最深、最長、
最高位の水力発電プロジェクトの建設に固執する中国
を象徴している。
その結果、何千もの氷河が存在し、世界の人口の約

半分の生命線となっているアジア最大の河川の源であ
るヒマラヤ山脈大分水嶺を保護することが急務となっ
ている。氷河の減少がすでに問題になっている。アジ
アの環境保全は、中国が国境を越えた河川に関する制
度化された協力を受け入れるかどうかに大きくかかっ
ており、これには生態学的に脆弱な地帯の保護やダム
事業に関する透明性の確保も含まれる。しかし、中国
共産党が政権を維持する限り、中国は水戦争を今後も
密かに続けるだろう。o

2022 年 10 月、インド北東部アッサム州で、モンスーンで増水した
ブラマプトラ川によって浸食された土地にかろうじて建つヒンドゥ
ー教の女神ドゥルガーを祀る寺院。寺院はその翌日に流された。

AP 通信
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2020 年、日本陸上自衛隊	
の廣惠（ひろえ）次郎陸将がウクライナに赴
いた際、この国の高度なサイバー防衛に驚か

された。ロシアがクリミアを占領してウクライナ東
部に侵攻し、その過程で数年にわたるサイバー猛攻
を仕掛けてから 6年が経っていた。ロシア関連のサ
イバー攻撃はウクライナの中央選挙管理委員会を標
的にし、送電網をダウンさせ、マルウェアを放った。
破壊的なソフトウェアは、ウクライナの金融、エネ
ルギー、政府機関のコンピューターシステムを一掃
し、世界中に拡散した。
日本の陸上自衛隊教育訓練研究本部長を務める廣

惠陸将は、壊滅的な被害を予想していた。「ウクラ
イナ軍がすでに完全なサイバー対策を確立していた
のには驚いた」と廣惠陸将は述べ、「政府機関と軍
は規制を打ち出し ...... 国全体を小さな地域に分割し
て、それぞれのネットワークとシステムを管理でき
るようにした。非常に素晴らしいものに思われた」
と語った。
廣惠陸将のウクライナのカウンターパートは、

自分たちの成果の理由は「パートナーシップ」だと
説明した。2023 年 5月にハワイで開催された太平
洋地上軍シンポジウム（LANPAC）で廣惠陸将は、
ウクライナは先進的なサイバー防衛システムを開発

し、欧州諸国や米国を含む国際提携国の協力を得て
サイバー耐性を強化したと聴衆に説明した。	
例えば、「ウクライナのためのサイバー防衛に関

する北大西洋条約機構信託基金（NATO	Trust	Fund	
on	Cyber	Defense	for	Ukraine）」は、サイバーセ
キュリティインシデントを調査するための技術的能
力の開発と研究所の設立を支援した。「米・ウクラ
イナ二国間サイバー対話（U.S.-Ukraine	Bilateral	
Cyber	Dialogue）」は 2017 年に始まり、ウクライ
ナと米国の国防省、エネルギー省、財務省を結びつ
け、国家対応計画、インフラセキュリティ、情報共
有を強化している。廣惠陸将は、ウクライナは米国
産業からのネットワーク強化の支援も高く評価して
いると述べた。そして「ウクライナ軍は 2014 年に
受けた被害から反撃できると感じられた」とし、「そ
れは北大西洋条約機構諸国と米国の産業のおかげ
だ」と語った。

前方防衛
米国サイバー軍（USCYBERCOM）は、「ハント・
フォワード（	Hunt	Forward	）」作戦で、提携国の
要請を受けて、受け入れ国のネットワーク上での
悪意あるサイバー活動を検知する防衛任務に世界中
にチームを展開している。サイバー国家任務部隊

サイバースペースにおける
    粘り強いパートナーシップ

ウクライナから	
インド太平洋まで、
協力がデジタル領
域を保護

FORUM スタッフ

イラスト：FORUM
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（Cyber	National	Mission	Force）の前司令官で、
米国サイバー軍（USCYBERCOM）の副司令官を務
めるウィリアム・ハートマン（William	Hartman）
陸軍中将	によれば、その目的は、同盟国や提携国を
悪意ある行為者にとってより攻撃しにくいターゲッ
トにすることだ。「我々は世界中の志を同じくする
国々と戦略的パートナーシップを構築している」と、
ハートマン少将は太平洋地上軍シンポジウムのサイ
バー戦争と情報戦争に関するディスカッションで語
り、「最終的には、米国も同盟国も提携国も、自国
をよりよく守ることができるようになる」と述べた。
ハント・フォワード・チームは近年、20か国以

上で少なくとも 47の任務に就いており、提携国と
協力して脅威を検知し、防御に努めている。「外国
空間で情報を得た場合、最も多くの組織が守られる
よう、可能な限り誰とでも即座にそれを共有する」
とハートマン少将は言う。
2022 年 1 月にウクライナで

行われたハント・フォワード作
戦には 40 人が参加し、サイバー
国家任務部隊としては 3度目の
同国への派遣となった。当時、
ロシア兵は翌月の理不尽で一方
的な侵攻に備えてウクライナ国
境に集結していた。米国チーム
はウクライナのカウンターパー
トと協力し、ロシアの密かな攻
撃の試みを明らかにした。「1月
中旬、ウクライナのネットワー
クを狙った破壊的なロシアのワ
イパー攻撃が多発し始めたため、
チームは現地に赴いている」と
ハートマン少将はネットワーク
に保存されているデータを破壊
するサイバー攻撃に言及して述
べた。さらに、「チームはすぐに
ウクライナのパートナーに対し、ネットワークの
修復をサポートすることができる。... 不正アクセ
スの兆候を収集することができる。ロシアがウク
ライナで使用していた悪意のあるソフトウェアを
収集することができる」と述べている。次に続く
ステップは、政府や民間企業と情報を共有するこ
とで、重要な民間インフラや防衛システムの保護
につなげることだ。
「ウクライナ人にとってのロシアからの脅威は、
我々全員にとっての脅威だ」とハートマン少将は言
う。「中国からの脅威は、一般的に我々全員にとっ
ての脅威だ。だから、共有する能力が根本的に重要
なのだ」
ロシア軍がウクライナに侵攻した後も、サイバー

部隊の活動は続いた。民間企業や外国政府、その他
の提携国からサイバーセキュリティ支援の申し出が
殺到するなか、米国はウクライナが対処すべきデジ

タル脆弱性に関する最も関連性の高い情報を分析・
伝達した。
「すべてはパートナーシップにある」とハートマ
ン少将は述べ、「これまで、ウクライナから我々へ、
あるいは我々からウクライナへ、5,000 を超える不
正アクセスの兆候を共有した。これは、ロシアがウ
クライナで行っている行為から米国や提携国、同盟
国を確実に守るため、また、ウクライナ側のネット
ワークを、ロシアが攻撃や悪用を続けることを可能
な限り困難にするため、できる限りの対策を講じる
ためだ」としている。
近年、サイバー国家任務部隊は、アルバニアでは

同国の情報社会国家機関と提携し、エストニアでは
現地のサイバー担当者と協力し、ラトビアではカナ
ダおよびラトビアのセキュリティ・インシデント対
応機関と協力し、リトアニアでは同国のサイバー軍

と協力し、中南米およびカリブ
海諸国の数十か国をカバーする
米南方司令官の任務地域などで、
ハント・フォワード作戦を実施
するために招聘されている。
科学技術を国家安全保障

に応用するカリフォルニア
州の研究開発機関、ローレ
ンス・リバモア国立研究所
（Lawrence	Livermore	National	
Laboratory）のグローバル・セ
キュリティ研究センター（Center	
for	Global	Security	Research	
-	CGSR）が 2021 年に発表し
た報告書「インド太平洋におけ
る米国と同盟国のサイバーセキ
ュリティ協力（U.S.	and	Allied	
Cyber	Security	Cooperation	in	
the	Indo-Pacific）」によると、
同チームはインド太平洋地域の

同盟国ともハント・フォワード任務を遂行している。
米国機関は、提携国のネットワークへのアクセスを
許可された場合、サイバー協力を公に示すことに対
する同盟国の寛容さに基づいて、柔軟なアプローチ
を採用している、と報告書は指摘している。
この地域の主要なサイバー脅威の発信源は中国で

あり、北朝鮮、ロシア、イランがそれに続くと専門
家は指摘する。グローバル・セキュリティ研究セン
ターは、偽情報キャンペーン、選挙干渉、知的財産
の窃盗、インド太平洋全域での政治的操作の試みな
ど、中国が後援するサイバー活動を挙げている。経
済的相互依存と報復の脅威から、一部の国は中国の
悪質なサイバー行動を公に文書化したり、強硬なサ
イバーセキュリティ政策を実施したりすることに消
極的だ。しかし、インド太平洋の同盟国に「時間の
余裕はない」とグローバル・セキュリティ研究セン
ターは警告している。「外交的なサイバーセキュリ

ウクライナ人
にとってのロ
シアからの脅
威は、我々全
員にとっての

脅威だ。
米国陸軍ウィリアム・ハートマン中将
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ティの解決策を待つことの結果は、短期的に共通点
を見出すことのメリットよりも大きい」とし、達成
可能な目標は、同盟国と提携国がサイバーセキュリ
ティ協力のレベルを、敵対国に「我々の誰かを打ち
負かすには、我々全員を打ち負かさなければならな
い」と伝えるレベルに達することだと、報告書は指
摘している。
太平洋地上軍シンポジウムでは、米国陸軍サイ

バーコマンド総司令官のマリア・バレット中将（Lt.	
Gen.	Maria	Barrett）が、サイバー戦争と情報戦の
関連性、そして兵器化された情報に対抗するために
国際協力が果たす役割を強調した。また、外国の悪
意ある影響力がどこから発生し、どのように定着し
ていくのかを理解するために協力する部隊は、情報
戦に強いだけでなく、悪意あるキャンペーンに対抗
する上でも有利な立場にある、とバレット中将は述
べ、「領土主権に対する脅威を否定し、低下させる
ために、我々が開発するパートナーシップは永続的
なものでなければならないし、本物でなければなら
ない」と語った。

高度な統合
戦略国際問題研究所（Center	for	Strategic	and	
International	Studies）の上級副所長で、戦略技術
プログラム（Strategic	Technologies	Program）の
ディレクターを務めるジェームズ・ルイス（James	
Lewis）氏によれば、ウクライナは大規模なサイバ

ー作戦を伴った世界初の大規模紛争だという。国、
諸外国、政府、民間を統合したサイバー防衛により、
ウクライナは攻撃を監視し、悪意ある行為者をブロ
ックし、脆弱性に対応することができる。米国を拠
点とする同シンクタンクが 2022 年に発表したレビ
ューの中でルイス氏は、「教訓は、会議やセミナー
にとどまらず、攻撃の相当前から計画や演習を含む
行動を通じて、関係を発展させ、パートナーを統合
することだ」と記している。
米国サイバー軍が毎年実施している「サイバー・

フラッグ（Cyber	Flag）」演習は、そうした機会を
提供するものだ。2022 年後半にバージニア州で、
インド太平洋に焦点を当てて実施された「サイバ
ー・フラッグ 23-1」訓練では、同盟国と提携国が
一堂に会し、デジタル・ネットワーク上の敵対勢
力の存在を検知、特定、緩和するための現実的な「実
地訓練」が行なわれた。サイバー防衛における即
応性と相互運用性を強化するために企画された「サ
イバー・フラッグ 23-1」には、オーストラリア、
フランス、日本、ニュージーランド、シンガポール、
韓国、英国、そして米国海軍艦隊と海兵隊のサイ
バー部隊から 250 人以上の専門家が参加した。2
日間のシンポジウムと卓上演習に加え、ブリーフ
ィング、調整討議、インド太平洋地域のサイバー
スペースに関するセッションが行われたが、イン
ド太平洋地域に焦点を当てたのはこのシリーズが
初めてとなる。
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フィリピンと米国が主催する演習「バリカタン」
は、2023年4月に初のサイバー防衛演習（CYDEX）
を実施し、マニラ郊外のキャンプ・アギナルドで、
フィリピン軍と米国軍のサイバー専門家がインタ
ラクティブ・プラットフォームを使い、サイバー
空間における模擬悪意者から軍事ネットワークと
民間インフラを防御した。なかでも、提携国が使
用している手順を理解し、アプローチを統合して
サイバー防衛を成功させることが課題であった。
フィリピン海軍のレイナン・カリード中佐（Cmdr.
Reynan	Carrido）は、バリカタンの期間中、
FORUMの取材に対し、「この種のサイバー戦争
に関与している他国は、銃を撃つことなく人々を
無力化することができる」と語り、さらに、「サ
イバーは、他国の経済を無力化する一種の戦争と
して利用できる。サイバー防衛演習のシナリオは
現在の世界にも存在し、対処する必要がある」と
述べた。
インド太平洋地域では、その他のサイバーセキ

ュリティ・パートナーシップも成熟しつつある。タ
イ軍は 5年前から米国軍と協力し、多国間演習「コ
ブラ・ゴールド（Cobra	Gold）」でサイバー訓練を
実施している。2023 年 3月にタイのキャンプ・レ
ッドホース（Camp	Red	Horse）で実施されたサ
イバー演習には、オーストラリア、インドネシア、
日本、マレーシア、シンガポール、韓国からも参加
した。最近の訓練では、重要インフラ・ネットワー

クの保護に焦点が当てられている。演習指揮官のジ 
ェイソン・シルベス米国空軍中佐（Lt.	Col.	Jason 
Silves）は、FORUM の取材に対し、訓練は効率性
の向上につながる決断を促すものだと語り、「率直
に言って、今、訓練で問いかけ、取り組むべき問題
が存在する ... 紛争が起これば、我々はその使命を
担うことになる」と述べた。
また、インド太平洋諸国をはじめとする各国は、

サイバー攻撃から身を守るための共通の枠組づくり
を進めている。オーストラリア、英国、米国は、重
要な通信システムやオペレーションシステムを集団
で保護することを表明した。また、クワッドの参加
国であるオーストラリア、インド、日本、米国は、
サイバー領域での協力と情報共有を約束している。
これら 4 か国は、サイバー攻撃や重要インフラへの
被害に関する即時報告を共有するシステムの開発を
進めている。
太平洋地上軍シンポジウムでは、サイバー防衛

の専門家もまた、悪意ある行為者がインフラを標的
にしたり、サイバーツールを使って虚偽のシナリオ
を武器化したりする前に、各国が統一的な取り組み
を展開することの重要性を強調した。米国サイバー
軍（USCYBERCOM）副司令官を務めるハートマン
中将は、「我々が一丸となってこの地域だけでなく
世界的な脅威に対処するためには、各国の優秀な人
材が協力し合うことが必要だ」と語った。「今こそ
脅威に対処し、協力し合う時だ」o

左：メリーランド州フォートミー
ド（	Fort	Meade）にある統合サイ
バーセンター（Integrated	Cyber	
Center	）と統合作戦センター（Joint	
Operations	Center）で働く米国サイ
バー軍要員。
ジョセフ・コール（JOSEF COLE）/ 米国サイバー軍

右：バージニア州で行われた「サイ
バー・フラッグ 23-1」演習に参加す
るオーストラリアと米国の隊員。
ジョン・ダスバック（JON DASBACH）上等兵曹 / 米国海軍
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2022 年、米国統合太平洋多国
籍即応センターへのローテー
ションの一環として、ハワイ
のスコフィールド・バラック
スで訓練を受けるインドネシ
アとフィリピンの兵士たち。
PVT. マライア・アギラー（MARIAH AGUILAR）
上等兵 / 米国陸軍

フィリピン陸軍司令官：安全保障の動向がインド太平洋における
多国間訓練を推進

共有のビジョン

フィリピン軍参謀長のロメオ・ブローナー大将
は、ハワイで開催された 2023 年 5月の太平
洋地上軍シンポジウムの傍らで、FORUMに

対し、戦争抑止こそが戦争に備える主な要因だと語っ
た。多国間訓練や演習は、インド太平洋地域の志を同
じくする軍隊の間で広く受け入れられ、前進しつつあ
るとブローナー大将は基調講演で述べた。「大国は、
こうした出来事がこの地域で定着する原動力となって
いる」とブローナー大将は付け加えた。

このような多国間イベントは、軍隊が作戦や組織の
コンセプト、洗練された兵器システムに触れる機会だ
という。優先順位の高い能力の習得を加速させるほか、
軍隊は無数の環境と、模擬的な敵との現実的なシナリ
オの中で訓練することができる。多国間訓練はまた、
相互運用性を促進し、提携国間の結びつきを強め、将
来の事業に備えるものでもあるという。
「さらに重要なことは、（多国間演習は）戦略的メッ
セージを通じて、軍隊がその重みを上回るパンチを繰

FORUM スタッフ
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り出すことを可能にするということだ」とブローナー
大将は言葉を続ける。「多国間訓練は、参加国間でビジ
ョンを共有し、目的を一致させることで、統合された
抑止力を生み出す」という。ブローナー大将は、フィ
リピン陸軍は自分たちが世界の舞台では小さな軍隊だ
と考えているため、米国のような同盟国との訓練は「世
界にメッセージを送ることができる集合的な声」を増
幅させると FORUMに語った。
そして「ともに訓練することで、それぞれの能力を

高め、相互運用性を高めることができるため、いざと
いうときには協力し合うことができる」と述べ、さら
に「目的は戦争の抑止だ。我々が協力していることを
世界に知らしめることで、殺傷性のあるパンチを不必
要に使わずに済むだろう」と語った。

共有の空間
フィリピン軍は、インド太平洋全域での緊張の高まり
を背景に、多国間協力を拡大してきた。中国は、中国
の領有権主張を無効とした 2016 年の国際法廷判決を
無視して、南シナ海の大半の領有権を主張している。
さらには積極的に沿岸国の資源へのアクセスを拒否し
ようとし、フィリピンの排他的経済水域でフィリピン
船舶に日常的に嫌がらせを行なっている。
世界情勢におけるある地域の重要性は、その地域の

安全保障上のダイナミクスとともに、多国間訓練の性質
と範囲を左右する、とブローナー大将は言う。「この10
年間で、世界情勢におけるインド太平洋地域の重要性が
増したことは間違いない」という。インド太平洋地域に
は、米国、中国、日本という世界三大経済大国がそれぞ
れ存在し、世界で最も経済成長が著しい地域でもある。
インド洋と太平洋を結ぶこの地域は、石油や天然ガ

スを含む国際貿易の重要なパイプ役となっている。世
界の海運の 60％はインド太平洋を通過すると推定さ
れ、インド太平洋には有利な漁業と沖合石油・ガス埋
蔵量がある（『重要なチョークポイント』32-33 ページ
参照）。ブローナー大将は太平洋地上軍シンポジウムの
聴衆に対して、「したがって、この地域の国々は、この
地域の莫大な資源へのアクセスを争っており、この地
域は世界的な競争	—	あるいは協力の舞台となってい
る」と語った。さらに、「だからこそ我々は、さまざま
な事態において陸軍が果たすべき役割を真剣に準備す
ることで回避を図ろうとしている。この点で、多国間
トレーニングは大いに役立つはずだ」と述べた。
国防費を追跡調査している「グローバル・ファイ

アパワー（Global	Firepower）」の 2023 年のランキ
ングによれば、世界で最も強力な 25の軍隊と国防軍
の半数以上がこの地域で活動している。このような強
国の存在によって生じる挑戦は、地域の安定を支える
ための協力の機会にもなる。ブローナー大将は、「志
を同じくする大国の軍隊が共に協力することで、相乗
効果が生まれるかもしれない」と語る。
そして、状況、義務、価値観を共有することが、多

国間訓練の重要性をさらに高めると述べた。

• 地域の安全保障環境には、法の支配に反する接
近阻止・領域拒否戦術を生む領土紛争が存在す
る。共に訓練することで、各国は対応を調整し、
ベストプラクティスを共有し、能力を高め、安
全保障上の課題に対する共通のアプローチを開
発することができる。

• 共通の脅威は、人為的なものであれ自然現象で
あれ、情報共有を強化し、相互運用性を高め、
共同戦略を策定するための訓練を必要とする。

• 地域軍の役割には、人々と領土を守る伝統的な
責任と非伝統的な責任がある。

• 集団的ビジョン、例えば「自由で開かれたイン
ド太平洋」は、国際法、航行の自由と領空通過
権、平和的紛争解決、経済発展の価値を強調し
ている。

「多国間訓練は、参加国間でビジ
ョンを共有し、目的を一致させる
ことで、統合された抑止力を生

み出す」

~	ロメオ・ブローナー大将
フィリピン軍参謀長
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こうした要素は「志を同じくする国々にとって緊急
性をもたらす」ものであり、脅威を抑止したり遅らせ
たりする時間のあるうちに、軍隊は訓練で団結しなけ
ればならない、とブローナー大将は述べる。
さらに、FORUMに対して「我々が共に築いている

関係は、本当に価値あるものだ。能力開発よりも、相
互運用性よりも、脅威に対処するためには一致団結す
るときに大きな意味を持つ人間関係が必要なのだ」と
語った。

パートナーシップの構築
国際的な活動は、軍隊が能力を高め、作戦支援を補完
し、スキルを開発しながらギャップを特定することで、
相互に利益をもたらす。フィリピン軍は多国間訓練へ
の参加は比較的新しく、他国との関わりを広げている
最中だとブローナー大将は言う。しかし、防衛・安全
保障面でのパートナーシップは、資材調達、能力開発、
脅威削減プログラム、海上安全保障プロジェクト、訓練・
教育などで、すでにフィリピンに恩恵をもたらしている。
フィリピン軍と米国軍が毎年開催している軍事

訓練としては過去最大規模となった「バリカタン
（Balikatan）2023」演習には、17,000 人以上の兵士
が参加し、水陸両用作戦、実弾射撃演習、市街戦、防
空、サイバーセキュリティ、対テロ、人道支援・災害
救援準備など、マルチドメイン能力を強化した。また、
ブルネイ、カナダ、フランス、インド、インドネシア、
日本、マレーシア、シンガポール、韓国、タイ、英国、
ベトナムの関係者がオブザーバーとして参加した。
ブローナー大将によれば、バリカタンを土台として、

2023 年にはフィリピンと米国の兵士約 3,000 人が「サ
ラクニブ（Salaknib）」演習に参加した。フィリピンの
イロカノ語で「盾」を意味し、防衛態勢の強化を目的
とする規模を拡大した「サラクニブ」に、日本はオブ
ザーバーとして参加した。
また、2022 年後半には、米国の統合太平洋多国籍

即応センター（JPMRC）で、フィリピンの要員にイ
ンドネシアやタイの部隊、米国の統合部隊と訓練を行
う機会が提供された。訓練には 6,000 人以上が参加し

たほか、オーストラリア、バングラデシュ、フランス、
日本、マレーシア、モンゴル、ニュージーランド、シ
ンガポール、韓国がオブザーバー国として参加した。
ハワイにあるこの戦闘訓練センターは、アラスカにも
キャンパスを持ち、インド太平洋の他の場所でも使用
できるよう、輸出可能な訓練能力を備えている。同セ
ンターでは、戦場で起こりうる同等またはほぼ同等の
力を持つ国との戦闘を再現した、現実的なシナリオを
提供している。
ブローナー大将はまた、オーストラリア陸軍が主催

する「カラバルー（Carabaroo）」演習を引き合いに出
し、フィリピンと米国の要員に、複雑な環境下で合同
軍事能力を高める機会となっていることを強調した。
戦闘の相互運用性、国際関係の強化、戦闘準備態勢の
向上などがその目的だ。マニラ・ブレティン（Manila	
Bulletin）紙によると、カラバルーは「プレデターズ・

2023 年 4月、フィリピンのフォート・マグセイセイ
で行われたバリカタン演習で、ジャベリン対戦車ミサ
イルを発射するフィリピン陸軍兵士。AP 通信

重要なチョークポイント
インド太平洋には、世界貿易にとって極めて重要な狭い
航路である海上チョークポイントが数多く存在する。多
国間演習、訓練、その他の活動を通じて、同盟国と提携
国は、航行の自由と自由で開かれたインド太平洋へのコ
ミットメントを再確認している。
1. マラッカ海峡、アンダマン海を経由して南シナ海

とインド洋を結ぶマラッカ海峡は、世界で最も航
行量の多い海峡のひとつだ。世界貿易の 40％がこ
の海峡を通過していると推定される。

2. 台湾海峡、台湾島とアジア大陸を結ぶ台湾海峡は、
北東アジアとそれ以外の地域を結ぶ、世界で最も
交通量の多い航路のひとつ。世界のコンテナ船の
約半数がこの航路を利用している。

その他にも、主要航路のチョークポイントがある：
3. 津軽海峡は日本海と太平洋を結んでいる。

4. ルソン海峡は南シナ海とフィリピン海を結んでい
る。

5. マカッサル海峡は西太平洋のセレベス海とジャワ
海を結んでいる。

6. スンダ海峡はジャワ海を経由して太平洋とインド
洋を結んでいる。

7. ロンボク海峡もジャワ海とインド洋を結んでいる。

8. トレス海峡は西太平洋の珊瑚海とアラフラ海を結
んでいる。

9. ベーリング海峡をはじめとする北方航路は、 
北極海航路としての重要性を増している。

出典：アメリカン・ジャーナル・オブ・トランスポーテーション（American 
Journal of Transportation）、ブルームバーグ、BBC

イギリス
海峡
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ラン（Predator’s	Run）」と「サザン・タイガー（Southern	
Tiger）」、そしてインドネシアとマレーシアの部隊も参
加する「交流プログラム・カルティカブラ（Exchange	
Program	Kartikaburra）」の一部だ。
日本陸上自衛隊や米国軍が実施する「ヤマサクラ」

演習には、フィリピンはオブザーバーとして参加して
いる。ブローナー大将は、自国が完全な参加国になる
ことを望んでいると語った。「ヤマサクラ」は米国太平
洋陸軍のオペレーション・パスウェイ（航路作戦）の
一環として、多国籍軍の合同部隊の殺傷性を高めるこ
とに重点を置いている。
ブローナー大将は、多国間訓練においてより多くの

提携国に対応できるよう、プロトコルを合理化するこ
とを呼び掛け、「法治に基づく国際秩序に合致し、我々
の集団的理想を共有する軍隊をいち早く受け入れるべ
きだ」と述べた。また、小国が持続的に参加できるよ
うに負担の分担メカニズムを提唱し、インド太平洋地
域の軍隊間の進歩の格差を認め、完全な相互運用性を
増強する補完的な努力の価値を認識するよう、同胞の
指導者たちに向けて促した。

歴史的教訓	
ブローナーと米国太平洋陸軍司令官チャールズ・フリ
ン大将（Gen.	Charles	Flynn）は、2023 年半ばにフ
ィリピンのコレヒドール島を訪れ、80年前の第二次世
界大戦中にフィリピンと米国軍が共にこの国を守った
犠牲を追悼する場所を訪れた。1900 年代初頭に建設さ
れた施設に関する歴史的な標示を読みながら、フリン
大将はブローナー大将の心に響く見解を述べたという。
「彼は、1905 年の時点で、我々は、つまり両軍はすで
に、将来起こりうる事態に備えていたのだ」と言った。
そして、それは 40年後にやってきた。
フリン大将は私に言った。『ロメオ、我々はここで

歴史を繰り返しているのかもしれない。なぜなら、今
日我々は再び協力し、共に訓練し、将来起こりうるこ
とに備えているからだ。そして、それはもしかしたら
40年よりも早く起こるかもしれない』と
ブローナー大将は太平洋地上軍シンポジウムで聴衆

に語った。「我々は今すぐにも戦争に備えなければなら
ない。そして、戦争に備える、あるいは戦争を抑止す
るひとつの方法が、共に訓練することだ」o

パナマ運河

ジルブラルタル海峡

イラスト：FORUM

ホルムズ海峡

ボスポラス海峡

デンマーク 海峡

ユカタン海峡

ウィンドワード海峡

モーナ海峡

喜望峰

スエズ運河

バブ・エル・マンデブ
海峡
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中国安徽省でロケット弾を発射する人民解放軍。ロイター

核へのシフト
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過去 10 年間、中国共産党は中国人民解放軍ロケ
ット軍内の戦闘ミサイル旅団を二倍に増やし、
通常弾頭と核弾頭を発射できるミサイルを公開

し、ミサイル防衛を回避する技術を誇示してきた。
カリフォルニア州にあるミドルベリー国際大

学院モントレー校のジェームズ・マーティン核拡
散防止研究センター（James	Martin	Center	for	
Nonproliferation	Studies）が発表した「People’ s	
Liberation	Army	Rocket	Force	Order	of	Battle	2023
（仮訳	人民解放軍ロケット軍の戦闘序列 2023）」と題
する報告書によれば、「これらの兵器の技術と配備パタ
ーンは、中国の戦力態勢の方向性を示す重要な指標で
ある」という。同報告書は、「それらは中国の軍事力を
示すだけでなく、この地域における将来の戦争がどの
ように行われるかについての中国の懸念や観念をも示
している」としている。
さらに、中国共産党の習近平（Xi	Jinping）総書記

が 2023 年 7月、中国人民解放軍ロケット軍の最高幹
部 2人を突然交代させたことで、少なくとも核の面で
は、中国の戦略が変化していることを示すもうひとつ
の兆候が明らかになった、とアナリストは指摘する。
中国にとっては、ここ数年で最大の軍指導部再編が起
きるだろうだと指摘する声もある。	
再編成は 2つの側面から行われる可能性がある。第

一に、習主席が空、陸、海からの核ミサイル発射を可
能にする核の三本柱へとシフトする可能性を示唆して
いる、と専門家は指摘する。第二に、習主席が汚職疑
惑を一掃し、党の言うことを何の疑問も持たずに実行
する熱烈な忠誠者で自らを固めようとしていることを
意味する。その中には、習主席が命令すれば、自治権
を持つ台湾を併合するために軍事力を行使することを
いとわない指導者も含まれている。		
「今回の粛清は、中国がここ数十年で最も重大な核
戦略の変更を行おうとしていることを意味する」とア
ジア社会政策研究所（Asia	Society	Policy	Institute）
の外交・国家安全保障フェローであるライル・モリス
（Lyle	Morris）氏は BBCに語り、さらに、「習主席は
前例のない方法で中国人民解放軍の統制を強化したが、
それが完了したとは限らない。習主席は依然として幹
部の腐敗を懸念しており、（党への）絶対的な忠誠はま
だ達成されていないことをほのめかしている」と述べた。

組織内の不和？
習主席は中国共産党の中央軍事委員会（CMC）の委員
長を務めており、したがって中国人民解放軍の全兵科
の最高司令官だ。絶対的な忠誠を要求し、2012 年に政
権に就いて以来、軍全体の汚職とみられるものを取り

締まってきた。その結果、習席は以前、中国人民解放
軍総参謀長の房峰輝（Fang	Fenghui）を含む他の幹部
を粛清した。ワシントン・ポスト紙が報じたところに
よると、房峰輝は 2019 年、汚職容疑で終身刑を言い
渡された。
また、更迭された 2人のロケット軍幹部は、軍事

機密を漏らした疑いで中国人民解放軍の反腐敗部門か
ら調査を受けているとも報じられている。李玉超（Li	
Yuchao）前ロケット軍司令官も、その部下の劉光斌（Liu	
Guangbin）も、解任される数週間前から姿を見せず、
中国国営メディアは彼らの所在や交代理由について何
の説明もしなかった。	
「透明性の欠如、特に政府報道官による率直な説明
の欠如は、中国の信用を多方面から傷つけ、アナリス
トたちに、こうした人事交代の根拠だけでなく、起き
ていることの範囲と程度について憶測を抱かせる」
と、シンガポール国立大学リー・クアンユー公共政策
大学院（Lee	Kuan	Yew	School	of	Public	Policy）の
客員上級研究員であるドリュー・トンプソン（Drew	
Thompson）氏は、中国人民解放軍ロケット軍の指導
者交代の意味について分析した。同氏は「私の直感で
は、これは反腐敗事件ではなく、習主席が党にとって
政治的リスクがあると考える現役幹部や引退幹部の入
れ替えのための、より政治的な取り組みだと思われる。
これらの幹部は、習主席や党に対して不誠実、あるい
は絶対的な忠誠心が低いと判断される可能性がある」
と述べた。

中国人民解放軍ロケット軍指導者の交代
が安全保障上の懸念を呼ぶ

中国人民解放軍ロケット軍が台湾東部沖で行ったミサイル発射実験
について報じる中国国営紙「環球時報（Global	Times）」ロイター

FORUM スタッフ
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李に代わって中国人民解放軍ロケット軍を率いるの
は、中国人民解放軍海軍（PLAN）の元副司令官の王
厚斌（Wang	Houbin）だ。劉の後任には徐西盛（Xu	
Xisheng）が就任した。彼らの中国人民解放軍ロケッ
ト軍への昇格は、すでに部隊に所属している人物の昇
格とは一線を画すものだ。
2016 年に米国に亡命した元中国海軍将校のヤオ・

チェン（Yao	Cheng）は、ボイス・オブ・アメリカ（VOA）
の取材に対し、習主席はロケット軍に対する統制を失
い、中国人民解放軍は中国共産党指導者に忠誠を誓う
ことをますます嫌がるようになっていると指摘した。
彼はまた、海軍で一緒だった王厚斌を「無能な」指導
者と呼んだ。			
「彼は従順で、ボスのリードに従う人だ」とヤオは
ボイス・オブ・アメリカに語った。「彼の弱点は、参謀
将校を長く務め、部隊を率いたことがなく、専門性に
欠けることだ。彼がロケット軍をうまく管理できるは
ずがない。なぜなら、彼はエリート軍が納得せず、見
下すような素人だからだ」
中国人民解放軍ロケット軍再編に関する多くの詳細

は謎のままだが、あるアナリストは 2023 年 8月、『チ
ャイナ・プロジェクト』に対し、ひとつだけはっきり
していることがあると語った。アジア社会政策研究所
（Asia	Society	Policy	Institute）中国分析センターのニ
ール・トーマス（Neil	Thomas）研究員（中国政治）は、
「習主席のような強力な指導者であっても、腐敗をなく
すことは非常に難しい」と指摘し、「習主席が反腐敗キ

2017 年 8月、北京の人民大会堂で習近平中国共産党総書記ととも
に待機する当時の中国人民解放軍総参謀長の房峰輝大将（右）。房
峰輝は 2019 年、汚職容疑で終身刑を言い渡された。ロイター

ャンペーンを開始した後も、中国に腐敗が残っている
ことは不思議なことではない」と述べた。	
陣営内の不和に関する憶測をさらに掻き立てたの

は、2023 年 9月初旬、当時の李尚福（Li	Shangfu）
中国国防相の状況に関する疑問だった。李国防相はラ
ーム・エマニュエル（Rahm	Emanuel）駐日米国大使
によると、数週間公の場に姿を現していなかったという。
「習主席の閣僚の顔ぶれは、今やアガサ・クリステ
ィ（Agatha	Christie）の小説『そして誰もいなくなった』
に似ている。まず秦剛（Qin	Gang）外相が行方不明に
なり、次にロケット軍司令官が行方不明になり、そし
て今、李尚福国防相が 2週間公の場に姿を現していな
い。この解任レースを制するのは誰か？中国の若者か
習主席の内閣か？#MysteryInBeijingBuilding」とエ
マニュエル大使は 9月 7日、ソーシャルメディア「X」
に投稿した。
その 1週間後、中国当局が李国防相を軍事装備の調

達に関連した不特定の容疑で捜査下に置いたことが報
道で確認された、とロイター通信は報じた。		
「外務相と防衛相はともに、国際社会との対話者だ。
そうした要人が説明もなく、世界的な認識を考慮する
こともなく、排除された可能性がある」とトンプソン
氏はCNNに語った。「これは中国に対する信頼の危機
を煽るものだ。そして、中国における意思決定の透明
性の欠如と完全に不透明な性質を浮き彫りにしている」
CNNによると、2023 年 10 月、李氏が正式に国防

相を解任され、中央軍事委員会および、5人の国務委
員の 1人（内閣の上級職で、通常の大臣よりも地位が
高い）から外されたとの報道が浮上した。李氏は 2023
年 3月に国防相に昇格する前は、中央軍事委員会の装
備開発部長として兵器調達を担当していた。CNNによ
ると、米国は 2018 年、中国によるロシアの兵器購入
を理由に同氏に制裁を科した。
フォーブス誌によれば、秦氏は「ライフスタイルの

問題」で中国共産党の調査を受けているとの報道も出
ており、これは一般的に性的不品行を意味する言葉だ
という。複数のニュースソースが、秦は米国で不倫関
係にあり、子供をもうけたと報じている。	

安全保障への影響
中国人民解放軍ロケット軍の指導者交代が、地域の安
全保障と安定に与える影響は、現時点では未知数だ。
しかし習主席の動向は、中国人民解放軍の核抑止力強
化につながる核三本柱の可能性についての議論を促し
ている。
中国人民解放軍は「最終的には海軍と空軍の核防衛・

攻撃能力を統合するだろう。これは避けられない流れ
だ」と、台北を拠点とする戦略研究協会（Society	for	
Strategic	Studies）のチャン・チン（Chang	Ching）研
究員はボイス・オブ・アメリカに語った。「海軍と空軍
の核兵器関連将校は、トップが入れ替わる前にすでに
ロケット軍で勤務していたと考えている。中国はつい
に、統一された司令機構を持つ核戦力へと向かっている」
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チャン氏によれば、ロケット軍の新リーダーである
王氏がかつて中国海軍の核ミサイル部隊で働いていた
のか、あるいは新任の副リーダーである徐氏が空軍の
爆撃機部隊での経験があるのか、といった疑問の声も
上がっているという。もし両者のいずれかにそうした
経験があるとすると、三本柱の推測をより裏付けるこ
とになる。	
米国国防総省は、中国が 400 発以上の核弾頭

を備蓄し、空や陸、海から核弾頭を運搬できるよ
う改良を進めていると推定している。米国戦略軍
（USSTRATCOM）司令官のアンソニー・コットン大
将（Gen.	Anthony	Cotton）は 2023 年 3月、米国下
院軍事委員会の戦略軍委員会で、中国が 10年末まで
に 1,000 発以上の核弾頭を保有することになるとの専
門家の予測を示した。
コットン司令官によると、軍備管理条約の制約を

受けない中国共産党は、個別目標誘導複数弾頭と貫
通補助能力を備えた新世代の移動ミサイルを実戦配
備している。
中国共産党の核能力は、同党が長い間公言してきた

「ミニマム抑止」のための核能力を上回っており、中国
人民解放軍の能力は驚くべきスピードで増大している
とコットン司令官は指摘する。中国は、空・陸・海の
核兵器運搬プラットフォームの在庫を拡大し、核戦力
の大幅な拡大を支えるインフラを構築するために「相
当な」投資を行っている。
「中国の核兵器の進歩の方向性は、先制攻撃能力と
高度な生存性、信頼性、有効性を備えた大規模で多様
な核兵器庫を指し示すものだ」とコットン司令官は言
う。さらに「核指揮・制御・通信（NC3）への多額の
投資や即応態勢の強化という観点から考えれば、中国
の核近代化は、危機や	通常型紛争の前後に、先制攻撃
オプションを提供しうる新たな能力を浮き彫りにして
いる。中国は核兵器が反侵略戦略の重要な要素である
と考え、我が国や	同盟国、提携国に対して核兵器を強
制的に使用する可能性がある」と述べた。		

驚異的なペースで進む近代化
米国戦略軍と同様、米北方軍も、中国人民解放軍が近
代化を続けるペースを警戒している。	
米北方軍司令官グレン・D・ヴァンハーク大将（Gen.	

Glen	D.	VanHerck）は 2023 年 3月、米国下院軍事
委員会に対し、「中国が高度な長距離通常戦力と戦略戦
力、そしてより遠距離に戦力を投射するのに必要なイ
ンフラを開発し続けている中で、高度なサイバーツー
ル、海洋戦力、極超音速技術の開発の加速が地域的な
意味合いしか持たないと考えるのは甘いだろう」とし、
「この成長を支えているのは、米国国防総省が現在 400
以上と見積もっている中国の核保有量を、2035 年ま
でに約1500まで拡大する急速な拡大である」と述べた。
オープンソースの分析から、中国の核近代化の動機

を知る手がかりは得られるが、習主席の計画の重大性
を明らかにするには、さらなる調査が必要だ。

ペンシルベニア大学政治学助教授で、カーネギー国
際平和基金（Carnegie	Endowment	for	International	
Peace）核政策プログラムの非常勤研究員でもあるフ
ィオナ・カニンガム（Fiona	Cunningham）氏は、
ワシントンD.C. を拠点とする軍備管理協会（Arms	
Control	Association）が 2023 年 6月に発表した
報告書「The	Unknowns	About	China's	Nuclear	
Modernization	Program（仮訳	中国の核近代化計画に
関する知られざる事実）」の中で、「中国が開発してい
る能力だけを分析すると、答えと同じくらい多くの疑
問が生じる」と述べている。「中国は、核攻撃後の報復
力を向上させる能力を構築している。また、通常型紛
争において、威圧的な影響力を行使するために核兵器
の先制使用を威嚇する能力を構築している。過去には
できなかったことが、核の力で可能になっている」
このような変化は、習主席が核兵器を使用するのは

切羽詰まったときだけだろうという、かつて政策立案
者やアナリストが抱いていた確信を揺るがすものだ、
とカニンガム氏は指摘する。
「中国はなぜ、より強力な報復力を構築するのを今
まで待っていたのだろうか？ 20年間、核兵器の生存
性を高めるため、より機動的な核戦力を求めてきたの
に、なぜサイロ基地に投資するのか？回避力として、
あるいはその他の理由で、将来的に先制使用態勢への
迅速な移行を可能にする能力を開発しているのだろう
か？」カニンガム氏はさらに続ける。「中国の核近代化
を推進する要因はいくつも考えられる。新たな調査に
よれば、米国の能力開発がこの変化の少なくとも一因
であるが、こうした開発に対する中国の反応は過去に
比べてより急激であり、これは他の要因が作用してい
る可能性が高いことを示唆している」o

李尚福・前国防相は、数週間前から公の場から姿を消していたが、
2023 年 9月、中国共産党当局が同氏に対して武器調達に関する汚
職捜査を開始したとの報道が流れた。AP 通信



油断ならない動き
影の船団がロシアの石油制裁逃れを支援

ロシアの石油を運ぶことを望む近代
的なタンカー船が少ない中、原油
や精製された石油を受け入れてく
れる国々に届ける、600 隻を超え

る「影の」船団が生まれている。こうした船
舶は、	所有者が特定できないようにしたり、自
動識別システム（AIS）装置をオフにしたり、
海上で貨物を積み替えたり、「スプーフィング」
（船舶の位置を偽装するために送信信号を操作
して放送すること）したりすることで、探知
を逃れている。
ロシアはサウジアラビアに次ぐ世界第 2位

の石油輸出国であり、ロシアとサウジは原油
価格の高止まりを狙っている、とロイターは
2023 年 7月に報じている。	
2022 年 2月にロシアがウクライナに侵攻

した後、欧米をはじめとする国々はロシアの
石油を禁止したり、価格に上限の制限を設け
たりした。その目的は、ロシアの石油の国際
港への流れを可能にする一方で、ロシアによ
る理不尽で一方的な戦争のための資金調達を
麻痺させることだった。米国財務省によれば、
価格上限規制は「一見矛盾する 2つの目標を
達成するために考案された斬新な経済政策手
段」であり、この措置が効果的であったこと
は観測筋も同意している。
カナダ、英国、米国はロシアの石油の直接

輸入を禁止し、欧州連合はロシアの原油と石

油精製品の海上輸入を禁止している。オース
トラリア、欧州連合、主要先進 7か国（G7）は、
ロシア産原油やその他の石油製品の海上輸送
に価格制限を設けている。タンカーがロシア
の石油を輸送することは合法だが、価格上限
によって、保険会社（その多くは欧米系）は、
原油は 1バレルあたり約 8400 円（60ドル）、
重油や軽油などの「黒油」石油製品は 1バレ
ルあたり約 6300 円（45ドル）、ガソリンやジ
ェット燃料、プラスチックの原料となるナフ
サなどの「クリーン」石油製品（白油）は 1
バレルあたり約 14000 円（100 ドル）という
上限を超えてロシアの石油を販売する船舶を
補償することを禁じられている。保険に加入
していない船舶は、ほとんどの主要港に入港
することができないと、紙は 2023 年 5月に
報じている。
こうした国際的な規制によって、ロシアは

老朽化した船団を使用して石油を運搬したり、
海上で中国やその他の遠方に向かう待機船に
積み荷を移したりするようになり、国際制裁
を回避しようとするイランとベネズエラの試
みと重複している。しばしば密かに行われる
この方法は、石油輸送の監視を難しくしてい
る。「行き先不明の貨物の量が急増している。
かつては追跡が容易だったロシアの石油は、
現在ではより不透明なルートで移動している」
と、2023 年 1月の紙は報じている。

FORUM スタッフ
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海運業界の専門家は、このような仕組みは、老朽化
し、整備不良のタンカーが混雑した航路や港を航行す
ることで、人的・環境的災害の可能性を大きく高める
と警告している。こうした懸念は 2023 年 5月、マレ
ーシア沖の南シナ海でタンカー号が爆発炎上したこと
で現実のものとなった。ガボン籍の同船に乗っていた
3人の労働者が行方不明となり、死亡したと推定され
ている。シンガポールの紙は、25人の乗組員が救助さ
れ、追跡データから中国山東省でイラン産の重質原油
を積み下ろしたことが判明したパブロ号は、甲板が吹
き飛んだときにはほとんど空の状態であったため、壊
滅的な原油流出は避けられたと報じた。
号は、爆発・火災の数か月後も海に停泊した状態で、

乗組員も所有者も保険会社も不明なまま、無残な姿に
なっていると、海事ニュースを提供する「Splash247.
com」が 2023 年 6月に報じた。	
海運関係者は、事故は石油制裁を回避しようとす

る努力の必然的な結果だと語った。国際的な船舶ブロ
ーカー、E.A.	ギブソン（EA	Gibson）の調査責任者リ
チャード・マシューズ（Richard	Matthews）氏は、
2023 年 3月上旬、CNNに対し、「こうした古い船舶は、
本来守るべき水準では維持されていないものばかりだ
ろう」とした上で、「このような船団が増えるにつれ、
重大な油流出や事故が発生する可能性は日に日に高ま
っている」と述べた。

暗黒の船団・灰色の船団
ヨーロッパがロシアの主要な石油市場でなくなったこ
とで、ロシアのビジネスは大きく変わった。ロシアは、

石油を買ってくれる新たな顧客と、石油を供給する経
済的な方法を見つけなければならなかった。米国・ナ
ショナル・パブリック・ラジオが 2023 年 1月に報じ
たところによると、中国や他の新規顧客国の遠く離れ
た港へのパイプラインはなく、ロシアのタンカー船団
では海上原油輸出の 20％以下しか輸送できなかったと
いう。ロシアはより多くの船が必要だった。
そんな中、紙が「政府や提携国からの監視を避ける

ため、場所や身元を隠している寄せ集めの船」と評し
た老朽化したタンカー船団が、ロシアの貨物輸送を支
援するために動き出した。こうした「暗黒の船団」の
多くは、すでにイランやベネズエラから石油を運んで
いた。一方、ヨーロッパの港にロシアの石油を運ぶこ
とを禁止されたヨーロッパ船籍の船舶は、中東やアジ
アの企業に売却され、「灰色の船団」と呼ばれるように
なった。CNNによると、ロシアはこの 2つの輸送源を
利用しており、業界関係者は世界の大型タンカーの約
10％にあたると推定している。総称して「影の船団」
と呼ばれるこの 2つの種類の船は、ロシアが制裁を回
避し、欧米の荷主を介さずに石油を輸送するのを助け
ている。
分析会社ケプラー（Kpler）が CNNに語ったとこ

ろによると、2023 年第 1四半期にロシアがインドと
中国に輸出した原油は過去最高を記録し、これは両国
が侵攻後の割引価格で原油を購入したためだという。
かつてはロシアの原油輸出の 3分の 2近くを占めてい
た欧州市場は、わずか 8％にまで落ち込んだとケプラ
ーは報告している。「中国もインドも、割安なロシア産
原油を利用しており、他国によるロシア産原料への制

ロシアのオムスクにある製油所		ロイター
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裁の恩恵を受けている」と、ケプラーのアナリスト、
マット・スミス（Matt	Smith）氏は 2023 年 4月、米
国を拠点とするメディア会社インサイダー（Insider）
に語った。
この移行を後押ししたのが影の船団だった。ロ

シアの石油規制により、欧米の保険、金融、海運サ
ービス網の外で操業する、所有者や船籍が疑わしい
古いタンカー船団の価値と寿命が増大したと、世界
の貨物市場をモニターする「フレイト・ウェーブス
（FreightWaves）」が 2023 年 2月に報告している。影
の船団は、大手保険会社の保険なしで石油を輸送する
こともいとわないようだ、と同月の紙は報じている。
世界の海上石油を分析・追跡しているヴォルテクサ
（Vortexa）社によれば、こうしたタンカー船団はさま
ざまな国で登録または	
「船籍」をとっており、その多くはパナマ、リベリア、
マーシャル諸島だという。
オイルタンカーは約15年経過すると老朽船とみなさ

れる、と「フレイト・ウェイブス」は報じている。かつ
ては、その多くがスクラップとして売却されていた。し
かし、平均船齢20年の制裁回避船団の出現がその状況
を変えつつある。例えば、号は1997年に建造された。
こうした復活船団は「新手のスクラッピングと見なすこ
とができる」と、原油タンカーのオーナーであるDHT
ホールディングス（DHT	Holdings）のCEO、スヴェイン・
モクネス・ハーフィエルド（Svein	Moxnes	Harfjeld）
氏は「フレイト・ウェーブス」に語った。

パターンの変化
「世界のエネルギーシステムは、より分散し、分裂し、
危険になっている」と誌は報じている。制裁と価格上

限は、輸送パターンに劇的な変化をもたらした。ロイ
ター通信が 2023 年 4月に報じたところによると、ロ
シアだけでなく、他の主要なエネルギー供給国にとっ
ても、長くコストのかかる航海は今や一般的となって
いる。ロシアは原油輸出とともに、白油をブラジル、
モロッコ、ナイジェリア、トルコに供給し、アジア、
中東、米国はディーゼルなどの燃料を欧州に多く供給
している。ロイター通信によると、豊富なロシアから
の供給によってアフリカや地中海からの供給が途絶え
たアジアの輸出業者は、燃料をシンガポールに送って
貯蔵している。制裁以前はスイスのジュネーブの会社
が扱っていたロシアの石油を、ドバイと香港の「謎の
新参者」が取引し、保険をかけている、と誌は報じて
いる。
一方、米国に拠点を置く戦略国際問題研究所（Center	

for	Strategic	and	International	Studies）の上級研究
員でエネルギー安全保障の専門家であるベン・ケーヒ
ル（Ben	Cahill）氏が、2023 年 3月に世界経済研究セ
ンター EsadeGeo に語ったところによると、ロシアの
ウクライナ侵攻後の 1年間、世界の原油価格に劇的な
変化はなかったという。同氏は「移行はスムーズだった」
と語り、「欧州連合の禁輸措置と原油価格の上限設定に
は、最終的に、市場への十分な供給を維持し、ロシア
から収入を奪うという 2つの目的があった。そういう
意味では、うまくいった」と述べた。
サプライチェーンが長くなったことから、2023 年

2 月時点で、ロシアとウクライナの戦争が始まった時
点の 2倍の量の石油が海上に存在したと、ヴォルテ
クサのチーフエコノミストであるデビッド・ウェッ
ヒ（David	Wech）氏は同月のウェビナーで述べた。
以前は 1週間以内にヨーロッパにロシア産原油を運ん
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影の船団の船は、所有者、
積荷の産地と価格、所在
を不明瞭にするため、さ

まざまな偽装工作を行う。

便宜置籍は、商船が登録されてい
る国を示す。船舶は、労働、環境、
検査に関する規制がほとんどな
い国家に登録される可能性があ
る。船主の中には船籍を繰り返
し変更する者もおり、船舶の履
歴を追跡することが難しくなっ
ている。

海上での無秩序な移送は、貨物の
出所を不明瞭にしかねないと、世
界の海上石油を追跡するヴォル
テクサ社のアナリスト、アルメン・
アジジアン（Armen Azizian）氏
は FORUM に語った。「買い手と
売り手の間にもう一段階挟むこ
とになる」とアジジアン氏は言
う。「中間業者が関わっている」

不正な会計処理が輸送費、通関
手数料、保険、貨物に関連して
行われることで、買い手が石油
輸送にいくら支払ったか、価格
上限が回避されたかどうかを計
算することが困難になっている。

船舶自動識別システムをオフにし
たり、スプーフィングを行なった
りすることで、船舶の所在を隠し
たり、電子的に操作したりする。
自動識別システムの応答装置は、
地上と衛星をベースとする機器を
使用して、他の船舶や規制当局の
ために船舶の位置を特定する。ス
プーフィングとは、船舶の位置に
関する偽の信号を発信すること
だ。ある例では、ロシア産原油を
積んだタンカーが日本海にいる
ように見せかけて、実際には 400
キロ以上離れた中国の港で荷揚げ
していたことが、衛星画像によっ
て明らかになった。

外洋での欺瞞

でいた船も、今では最大 45 日
間もかけて遠方の港に運んでい
る、と誌は報じている。ロイタ
ー通信によると、米国企業が白
油をヨーロッパに届けるには 18
日かかるという。一方、タンカ
ー船団の航路が延びるにつれて、
気候変動の原因となる二酸化炭
素排出量は増加する。
影の船団のタンカーの所有者

を特定するのは難しい。ワシン
トンD.C. を拠点とする非営利研
究団体、先端防衛研究センター
（C4ADS	-	Center	for	Advanced	
Defense	Studies）の報告による
と、当局や海運アナリストからロ
シアの石油を運ぶ船についての質
問が増えているという。「一般的
に、彼らは疑わしい行動のパター
ン、未知の制裁回避者に関する新
たな手がかり、あるいは懸念され
る既知の船舶（および）船団につ
いてのより完全な受益者名簿を探
している」と、先端防衛研究セン
ターのアナリスト、マーゴー・ガ
ルシア（Margaux	Garcia）氏は
FORUMに語った。
ロシアの石油を輸送している

企業は、他の制裁体制向けに石油
を輸送している企業とは異なり、
ロシアの石油は価格上限規制を遵
守すれば合法的に輸送できるとガ
ルシア氏は指摘する。そのため、

当局がロシアの石油を輸送する船
に乗り込んだ場合、もっともらし
く否認できる余地がある。
これほど多くの老朽船が海を

行き交う中、責任ある荷送人らは
業界の評判を心配している。「こ
の忍び寄る無秩序を止める意志は
あるのか、それとも主権や海の自
由についての退屈な法的論争です
べてが失われるのか」と、国際海
運ウェブサイトの「シートレード・
マリタイム・ニュース（Seatrade	
Maritime	News）」は、号が爆発
した数日後にこう論評した。「こ
の件が、世界の他の海運業界にも
波及するような、はるかに深刻な
国際的スキャンダルになるのを食
い止めるための、強固で国際的か
つ迅速な対応はどこにあるのだろ
うか？」
政府や海運業界は制裁違反

行為の取り締まりに課題を抱え
ているが、明るい兆しもある。
ウォーリー・アデエモ（Wally	
Adeyemo）米財務副長官は 2023
年 5月、「ロシアの価格上限規制
は機能しており、非常にうまく
作用している」と紙に語り、「彼
らがエネルギー貿易を支えるエ
コシステムの構築に費やしてい
る資金は、ミサイルの製造や戦
車の購入に使うことはできない」
と述べた。o

2023 年 5月、南シナ海で爆発し炎上するオイルタンカー、パブロ号。マレーシア海事執行機関
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国外務省は 2023 年 2月、国際安全保
障上の課題と解決策をまとめた文書
を発表した。「グローバル安全保障イ
ニシアティブ（GSI）」は、習近平（Xi	
Jinping）中国共産党総書記が 10か

月前に行った演説を反映したものだ。中国共産党
の最近の動きを疑問視する人々にとっては、「グロ
ーバル安全保障イニシアティブ」を理解し、適切
に対応することが不可欠だ。

国家安全保障からグローバル安全保障へ
安全保障とは、脅威や不正アクセスを受けないこ
とを意味し、経済、金融、政治、教育、情報、サ
イバーなどに対する、国家レベル、地域レベル、
世界レベルでの影響を及ぼす可能性がある。
国の安全保障は、その国の力と世界観の結果だ

と言える。中国が 1949 年に設立された当時は、
国家安全保障の確保と領土の保全に重点を置いて
いたが、一方で大きな経済的課題に直面し、国際
社会から孤立した状態にあった。一党独裁制であ
った中国共産党の安全保障概念は、指導者たちの
演説や公文書で明文化されていた。毛沢東（Mao	
Zedong）主席の体制において最も重要な目的は、
中国の政治体制を安定させることだった。中国共
産党は国内の安定を図るため、主権と領土の相互
尊重、相互不侵略、他国への内政不干渉、平等互恵、
平和共存の「平和共存五原則（Five	Principles	of	
Peaceful	Coexistence）」を打ち出した。
ポスト毛沢東の初期の時代、中国共産党は世界

的な安全保障構想を推し進めることはなかった。
その代わりに優先されたのは、政治的不安定を避
け、政府の正当性を維持するために、中国経済を
発展させ、国内の生活水準を向上させることだっ
た。鄧小平（Deng	Xiaoping）の指導下（1978-97
年）、中国は米国を中心とする国際体制との関係を
改善するため、控えめな外交政策を続けた。1990
年、鄧小平は中国政府高官に対し、西側諸国との
対立を避けることの重要性を繰り返し説き、「冷静
に観察し、自らの地位を確保し、事態に冷静に対
処し、能力を隠し、時を待ち、目立たないように
上手に立ち回り、決してリーダーシップを主張し
ない」よう促した。この戦略により、中国共産党
は外国からの大きな干渉を受けずに近代化を進め
ることができた。胡錦濤（Hu	Jintao）政権（2002-12
年）の下でも中国は非常に現実的な姿勢を維持し、

国内企業の経済成長と、仁愛・パートナーシップ・
隣人愛を奨励するアプローチによる友好的な国際
関係の育成に強く重点を置いていた。

2010 年に中国が世界第 2位の経済大国となっ
た 2年後、習主席が就任し、米国と新たな関係を
築く意欲を表明した。この戦略的変化は、習主席
の世界情勢に対するアセスメントによるものだっ
た。それは、世界は東洋が台頭し、西洋が衰退す
るという大きな変化の中にあるというものだった。
2014 年 5月、習主席は主要な課題に対処する地域
安全保障の枠組みを提案した。それは、国境を越
えた中国の野心を主張するものであり、東西で米
国とバランスの取れた世界的な力の配分を中国が
追求することを意味するものだった。
中国が 2019 年に発表した白書「新時代におけ

る中国の国防（China’s	National	Defense	in	the	
New	Era）」には、習主席のアジアの安全保障に関
するビジョンが詳しく記されている。同白書によ
れば、米国は外交政策の焦点をインド太平洋に移
し、一国主義的なアプローチを採用し、大国間の
競争を激化させ、軍事費を増大させ、防衛力の高
度化を促進し、世界の戦略的安定を損なったとい
う。こうした状況から、中国共産党はアジアを守
るために国家安全保障の優先順位を再編成せざる
を得なくなったと同白書は主張している。中国の
指導者たちは、2035 年までに世界最高の軍事力を
構築すると宣言している。

中

2020 年 6月、インドとヒマラヤの国境にある中国軍のキャン
プを示す衛星写真。その数日前、両国の衝突で 20人のインド
兵と少なくとも 4人の中国兵が死亡した。ロイター

ジンハオ・チョウ博士

差異の背景にある最大の課題を分析
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一方、習主席は新たな大国関係を築くための一歩
を踏み出した。自身の国防構想に対する米国の反応
に失望した習主席は、最終的にロシアと手を組み、
国内のナショナリストからの圧力に屈した。習主席
は 2022 年 2月、ロシアがウクライナに理不尽で一
方的な侵攻を行う直前に、中国とロシアとの「無制限」
の友好関係を宣言した。中国共産党は、ロシア・ウ
クライナ紛争を米国の支配に対抗する好機ととらえ、
自国の利益にかなう新たなグローバルな枠組みで国
際安全保障秩序を変えようとした。習主席がグロー
バル安全保障イニシアティブを提案したのは、開戦
から数週間後のことだった。中国がロシアの侵略を
外交的に庇護しているという批判にもかかわらず、
イニシアティブは習主席を世界的な平和主義者とし
て位置づけようとしている。

相似点と相違点
中国外務省の発表と習主席の発言は、いずれも「グ
ローバル安全保障イニシアティブ」を、困難と希望
に満ちた時代の中に文脈づけるものだ。習主席は
2022 年 4月に開催された「ボアオ・アジア・フォー

ラム（Boao	Forum	for	Asia）」で演説し、「世界の変化、
時代の変化、歴史の変化がこれまでにない形で展開
されている」と主張したと中国外務省が報告した。
習主席は、国際社会は平和と安定を維持しなければ
ならず、「グローバル安全保障イニシアティブ」はそ
のための最良の手段だと述べた。
中国外務省の文書には、「グローバル安全保障イ

ニシアティブ」の基本原則とそれを支える 6つの誓
約の概要が記されており、その内容は、「不可分の安
全保障の堅持」、「バランスのとれた持続可能な安全
保障構造の構築」、「他国の不安を利用した国家安全
保障の強化への反対」、「協力による共通の発展と安
全保障の促進」、「紛争解決のための対話と協議の促
進」、「グローバルな安全保障ガバナンスに関する協
調と協力の改善」などとなっている。
「グローバル安全保障イニシアティブ」は、中国
共産党の既存の安全保障構想と合致し、習主席の世
界観を強固なものにしており、いずれも習主席の党
内での地位を強化することに主眼を置いている。習
主席は、中国共産党の指導者だけが、経済成長、積
極的な外交政策、西洋的価値観の否定を通じて中国

2023 年 10 月 22 日、南シナ海でフィリピン船に接近する中国
海警局の船舶。その直後、両船は衝突した。中国共産党の軍隊
は、世界の安全保障と平和の先頭に立っていると主張しながら、
日常的に攻撃的な行動を取っている。中国海警局 / ロイター
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の世界的影響力を拡大しながら、中国の特色ある
社会主義体制の国内における発展を確保できると
主張している。
国家から地域、そしてグローバルへと、中国の

安全保障構想が進化していることは、国家として
の自信の表れであり、大国の地位を追求する意思
の表れでもある。中国共産党は、独自のグローバ
ル安全保障を推進するという目標を掲げており、
西側諸国との熾烈な競争も予測している。
中国共産党は世界制覇を目指す一環として、「グ

ローバル安全保障イニシアティブ」の拡大を計画
している。世界的な大国になるためには、中国は
アジア本土を越えて、東と南に連なる島国を突破
し、西太平洋やその他の地域にまで影響力を拡大
し、戦力を投射しなければならない。
理論的には、中国共産党は自国の利益と価値を

高めるために、主権を守り、不干渉を推進し、多
極化を提唱し、米国主導の国際秩序と多国間条約
に対抗することで、地域安全保障の概念をグロー
バルな安全保障構造に拡大しなければならない。
「グローバル安全保障イニシアティブ」は、中国
共産党の世界的な動きを正当化しようとするもの
で、その一方で中国共産党は、台湾を外交的・軍

事的に孤立させ、中国による台湾併合の可能性を
高める作戦の一環として、台湾に圧力をかけ続け
ている。

言行不一致
「グローバル安全保障イニシアティブ」の文書に
は、一見公正で正当な誓約とともに、あいまいで
抽象的な用語が含まれている。これまでの中国の
外交政策とその実施の歴史的背景を考えると、中
国共産党の信頼性には正当な懸念がある。中国共
産党はしばしば、あることを言っては別のことを
する。習主席の下で、中国共産党の積極的な国際
的動きは、「グローバル安全保障イニシアティブ」
で支持されたものと対照的だと指摘するアナリス
トもいる。
「グローバル安全保障イニシアティブ」は「不
可分の安全保障の原則」を堅持すると主張してい
るが、中国共産党は、南シナ海の係争海域に人工
的な岩礁やその他の海洋地形を建設して軍事化し
たり、同海域におけるフィリピンの領有権を支持
する 2016 年の国際法廷の判決を拒否するなど、
他国を犠牲にして自国の利益を追求してきた。ま
た、「グローバル安全保障イニシアティブ」は、
紛争や対立を解決するために「対話と協議」を提
唱しているが、中国共産党は、新型コロナウィル
スが中国で始まったという主張について調査を求
めたオーストラリアに貿易制限を課したり、カナ
ダ政府が中国のハイテク企業幹部を逮捕したこと

米国当局によれば、ニューヨークのチャイナタウンにあるこの
オフィスビルで、中国の秘密警察署が活動していたという。	
ロイター
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に対する報復としてカナダ国民を拘束したりする
など、中国共産党の政策に反対する国を罰する威
圧行動や制裁を行なっている。
さらに、「グローバル安全保障イニシアティブ」

は「冷戦思考を否定」しているが、中国共産党は
毛沢東時代から米国を敵対視してきた。「グローバ
ル安全保障イニシアティブ」は、非伝統的な安全
保障上の課題に取り組むにあたって、「ウィンウィ
ンの協力」と「相互尊重、平等、相互利益の原則」
を提唱しているにもかかわらず、中国共産党は、
新型コロナウィルスの出所を調査するという世界
保健機関の要請を拒否した。また、グローバル安
全保障イニシアティブは「内政不干渉を堅持」し、
「さまざまな国の人々が自主的に発展路線や社会制
度を選択すること」を支持する一方で、中国共産
党は 50か国以上、特に西側諸国に 100 以上の秘
密警察署を設置し、遠く離れた国・地域で司法権
を行使している。そして中国共産党は、独裁的・
全体主義的な政権による個人の自由の侵害を支持
すると同時に、自国の広範な人権侵害を擁護して
いる。
中国共産党は自らを平和主義者のように見せて

いるが、近隣諸国への軍事的圧力を強めており、
紛争中の国境沿いでインドと、係争中の海域でフ
ィリピンと衝突している。中国共産党の台湾海峡
に対する姿勢は、平和とは程遠いものだ。その大

規模なプロパガンダ作戦と台湾周辺での挑発的な
軍事演習は彼らが表立って提唱する平和的解決で
はなく、攻撃的なアプローチを物語っている。
「グローバル安全保障イニシアティブ」はロシ
アがウクライナに侵攻したことを認めようとしな
いが、これは中国共産党がロシアの残虐行為を中
立的に評価していない証拠だ。その危機解決案は、
ウクライナに平和と引き換えに領土を放棄するよ
う促し、北大西洋条約機構にはロシアが侵略しよ
うとするいかなる国も保護しないよう警告してい
る。中国共産党の和平提案はロシアを優遇し、ウ
クライナをさらに犠牲にするものだ。ロシアのウ
ラジーミル・プーチン（Vladimir	Putin）大統領
がこのいわゆる平和的解決策を歓迎する一方で、
ウクライナがこれを拒否する理由もそこにある。
「グローバル安全保障イニシアティブ」は、中
国を問題解決者として描写する一方で、米国をト
ラブルメーカーに仕立て上げている。しかし、一
見中立的で同意しやすい文章で表現されたこの文
書は、現実を反映しているわけでも、「グローバ
ル安全保障イニシアティブ」がさまざまな利害を

表面的には、「グローバル安全保障イニシアティブ」は米国や	
その同盟国、提携国にとって差し迫った脅威とは言えない。	
しかし、その根底にある意図は極めて挑戦的なものだ。	

南シナ海の係争中のセカンド・トーマス礁沖合で、フィリピン
沿岸警備隊の船舶の前を通過する中国海警局の船舶。国際法廷
は中国の領有権主張を退けている。AFP/GETTY IMAGES
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持つ国同士の対立をどのように解決するのかを具
体的に示しているわけでもなく、中身と実現性に
欠けている。

張子の虎、されど噛みつく
習主席の見解では、アジアは「世界平和の基軸と
なり、世界成長の原動力となり、国際協力の新た
なペースメーカーとなる」ため、「グローバル安全
保障イニシアティブ」はアジアに重点を置いてい
る。習主席と「グローバル安全保障イニシアティブ」
は、インド太平洋諸国に対し、上海協力機構（SCO）、
ブラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカの
経済グループ（BRICS）、中国・中央アジアサミット、
東アジアの協力メカニズムなどの地域組織・会合
が果たす役割を活用し、協力するよう呼びかけて
いる。習主席は、アジア諸国が外部からの干渉を
受けずにアジアの安全保障を担うというビジョン
を実現したい考えだ。この点では、中国共産党は
「攻めによる防衛」として知られる中国の伝統的な
軍事ドクトリンを採用している。「グローバル安全
保障イニシアティブ」は、攻めの姿勢を取ること
で、防衛目的を達成し、アジアにおける中国の支
配的地位を固める一方、欧米の影響力を低下させ
ることを狙っている。中国共産党のアプローチを
理解しなければ、米国は世界的な資源配分を薄め、
大国間競争の最前線であるインド太平洋における
抑止力を失う可能性がある。
表面的には、「グローバル安全保障イニシアティ

ブ」は米国やその同盟国、提携国にとって差し迫っ
た脅威とは言えない。しかし、その根底にある意図
は極めて挑戦的なものだ。中国共産党のアジア安全
保障構想の目的が、アジアの他の国や組織のそれと
は異なることは注目に値する。たとえば東南アジア
諸国連合は、加盟 10か国間の平和、安定、協力を
謳っている。日本の「自由で開かれたインド太平洋」
構想は、法治に基づく秩序、国際法の尊重、航行の
自由、オープンで透明な経済システムを支持するも
のだ。インドの「地域全体の安保と成長」イニシア
ティブは、海洋安全保障、連結性、持続可能な開発、
インド洋諸国間の協力強化に焦点を当てている。
その一方で、「グローバル安全保障イニシアティ

ブ」は、世界の他の地域についても安全保障のビジ
ョンを提案しており、アフリカ、カリブ海諸国、ラ
テンアメリカの国々を支援し、中東の平和と安定を
促進することを求めている。中国共産党が国境を越
えて重要な役割を担おうとしているのは明らかだ。
「グローバル安全保障イニシアティブ」は、より多
くの国々と安全保障関係を構築し、影響力を得るた
めの戦略的基盤となる。
「グローバル安全保障イニシアティブ」は、一帯
一路構想、上海協力機構、中国アフリカ協力フォー
ラム、BRICS などのプラットフォームや	機構を通
じて、中国共産党の世界的野心の拡大を支援しよう

としている。中国共産党は BRICS、一帯一路構想、
アジアインフラ投資銀行を利用して、米ドルよりも
中国通貨を推進しており、これまでに 40以上の国
と地域で 5,820 億元（817 億ドル）を分配している。
25か国以上が BRICS への加盟を計画しており、30
か国が提案されている BRICS 通貨を受け入れると
表明している。米国が一夜にして世界の準備通貨の
地位を失うことはないものの、中国共産党は米国の
優位性を弱めようとしている。
「グローバル安全保障イニシアティブ」は、第二
次世界大戦後の安全保障同盟とパートナーシップに
挑戦し、中国への対応について国家間の分裂を生み
出そうとしている。2023 年 5月に日本の広島で主
要先進 7か国（G7）首脳会議が開かれ、ロシアと
ウクライナの戦争や台湾の情勢について話し合われ
る中、習主席は中国・中央アジアサミットを主催し、
参加した他の 5か国に対し、260 億元（37億ドル）
の融資と供与を約束した。

グローバル安全保障イニシ
アティブへの対応	
「グローバル安全保障イニシアティブ」の意図と歴
史的背景、そして中国共産党の言動と行動の不一致
を検証すると、課題と起こりうる負の結果が浮かび
上がってくる。「グローバル安全保障イニシアティ
ブ」は、中国を肯定的に評価する国際的な安全保障
の枠組みを提案しているが、その外交的な表現は、
中国共産党を安全保障措置の世界的な担い手として
見せようという目的を覆い隠している。「グローバ
ル安全保障イニシアティブ」は張り子の虎だが、米
国を犠牲にして習主席のチャイナ・ドリームを世界
の舞台へと押し上げようとしている。中国共産党の
動機に疑問を抱く国々は、反応すべきだ。しかし、
習主席のビジョンを批判するだけでなく、効果的な
反応をする必要がある。「グローバル安全保障イニ
シアティブ」を十分に理解するとともに、「グロー
バル安全保障イニシアティブ」の国内外における安
全保障アジェンダに対抗するためのハードパワーと
ソフトパワーの対策が求められる。
中国共産党は米国とその同盟国・提携国にとっ

て最大の挑戦であり、世界平和にとって最大の障害
となりうる。中国共産党が法治に基づく世界秩序を
守る国々と歩調を合わせるだろうと考えるのは甘い
だろう。中国共産党に対する幻想を捨て、結束した
行動を起こす時だ。中国共産党がインド太平洋地域
や「グローバル安全保障イニシアティブ」の中で盛
んに言及しているアフリカ、ラテンアメリカ、中東
などの地域に及ぼす影響に対抗するためには、確固
たる首尾一貫した政策に基づいた、対抗的なグロー
バル安全保障イニシアティブが必要だ。新たな国際
安全保障のダイナミズムの中で中国共産党に対処す
る戦略を策定する	—	この中心的な任務が優先され
なければならない。o



人口動態の
変化

インド、コルカタの市場を歩く群衆。
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イ
ンドでは人口増加が続き、中国では人口
減少が進む中、インドが世界で最も人口
の多い国の座に就いた。人口規模だけか
らインドの将来を推し量ることはできな
いが、人口動態を深く掘り下げると、イ

ンドの指導者たちは、有利な年齢構成を最大限に生
かし、経済成長を加速させるチャンスを最大限に高
めるために、迅速に行動する必要があることが明ら
かになる。
現在、インドの人口は 14億 2,900 万人で、インド・

パキスタン分離独立からわずか数年後の 1951 年の
国勢調査で集計された 3億 6,100 万人の 4倍近くに
なっている。	
これは、生物学者のパウル・エールリヒ（Paul	

Ehrlich）が 1960 年代半ばにインドを訪れた際に述
べた「人口爆弾」であり、ほとんどの人が知ってい
るインドである。全体的な成長にもかかわらず、今
日のインドの人口動態はエールリヒが述べたような
ものにはほとんどなっていない。1960 年代には女性
1人当たりの子どもの平均数は 6人近かったが、現
在ではわずか 2人で、人口置換水準を下回っている
と考えられている。国連の人口統計学者らは、イン
ドの人口置換水準（ある世代から次の世代へと人口
を維持するために、女性が出産する子どもの平均数）
を 2.19 人と発表した。この平均値は国内の格差を覆
い隠しているが、出生率が 2人を超えるのはインド
の 5つの州だけで、最も高いビハール州は 3人弱と
なっている。	
インドの急速な少子化は、世界的な傾向を象徴し

ている。2022 年現在、出生率が女性 1人当たり 3
人を下回る国は 71％に達しているが、2000 年は 56
％に過ぎなかった。

インドの年齢構成は変わりつつある
数十年にわたり置換率を下回る出生率が続けば、大
量の移民が入らない限り、国は縮小の道をたどるだ

ろう。中国の人口はすでに減り始めているが、イン
ドの人口は少子化でも毎月100万人ずつ増えており、
人口が減少に転じるのは今世紀半ば以降になるとみ
られる。それは、インドの成長の多くが「人口モメ
ンタム」によってもたらされているからである。人
口モメンタムとは、出生率が低下しても、出産する
コホートのサイズが出生率が高かった頃よりも相対
的に大きくなっている（潜在的な母親が多い）ため、
人口が増え続ける傾向のことである。実際、インド
の人口は非常に多く、現在から今世紀半ばにかけて
予想される世界人口の増加の大部分を牽引すること
になると予想される。2037 年頃に世界の人口が 90
億人に達する頃には、16億人がインド人になる。
しかし、インドの年齢構成は劇的に変化している。

25年後のインドの年齢中央値は約 33歳で、現在の
28歳、1998 年の 21 歳から上昇する。50年の間に

インドが世界で最も人口の多い国になることの意味するもの
ジェニファー・ダブス・シウバ博士  |  写真提供：ロイター

2023 年 4月、ニューデリーのカルタヴィヤ・パス付近のセント
ラル・ビスタ通りに集う人々。国連によれば、同月にインドの
人口が中国の人口を上回ったという。
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インド・ムンバイの産科病院で、赤ちゃんを抱く
母親（左）と検診を待つ女性たち。

12 年増加したことになるが、これは世界の年齢中央値
の上昇にわずかに及ばないレベルだ。現在から 2048
年までの間に出産する人のほとんどはすでに生まれて
おり、彼らの妊娠出産に関する傾向も十分に把握でき
る。インドの女性は平均して 2人程度の子供を欲しが
っていると言われており、少子化傾向は今後も続くだ
ろう。これらの出生コーホートの規模に加え、緩やか
な平均寿命の伸びを考慮すると、インドの人口は今後
25年間で 2億 3,000万人増加することが予想される。
これは大きな数字だが、インドの人口は過去 25年間
で4億 3,000万人増えている。インドはしばらくの間、
比較的若い年齢層を維持するだろうが、インドの労働
力に加わる若年層の数は数年前にピークを迎えた。

インドの「人口ボーナス」は保証されていない
その人口動態から、人的資本への投資など適切な政府
政策が実施されれば、インドは人口ボーナス（生産年
齢人口の増加による経済成長の押し上げ）を得る条件
を備えている。中国と同様、インドの指導者たちも、
人口増加の鈍化は経済発展の必須条件だと考えていた。
しかし、中国とは異なり、インドはこうした目標を達
成するための人的資本への投資を行っていない。識字
率、特に女性の識字率は世界平均を下回っており、乳
幼児死亡率の高さが示すように、保健分野への投資も
強化しなければならない。
そして、インドは早急に対応する必要がある。欧米

諸国では経済発展のために出生率が低下したが、イン
ドでは家族計画によって低下した。これは、人口動態
の変化のペースが速くなり、インドが人口ボーナスを
享受する機会が短くなったことを意味する。西ヨーロ
ッパでは 60歳以上の人口が 15％から 30％に増加する
のに 75年かかる。インドでは同じ変化に 34年しかか
からない。
インドはまだ比較的田園地帯が多いものの、都市は

着実に発展している。デリーは世界で最も急成長して
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いる都市のひとつであるが、インドの世界的な知名度
からすると、全体として都市化は遅れている。国際連
合によれば、インドの都市化率はわずか 33％である。
一方、中国の都市化率は 65％となっている。これまで、
都市化はサービス、アイデア、雇用を集中させるため、
経済的潜在力を示す重要な指標であった。ゆえに、イ
ンドの都市化の低さは経済成長に歯止めをかけている。
最近のある研究は、インドの主要 5都市は今後 10年
間で平均 1.5 倍から 2倍に成長すると予測している。
インドの国家人口委員会（National	Commission	on	
Population）は、31.8％の都市人口が今後 10年の半ば
までに 38％以上に増加すると予想しているが、それで
もまだかなり低い水準だ。つまり、インドには高い都
市成長の可能性がありながら、大きく出遅れているのだ。

インドは本当は 2つ存在する
北と南では出生率や移住率に差があるため、インドは
若い国であると同時に高齢化国でもあり、世界的な人
口格差の縮図でもある。インド北部の州は、健康状態
の悪さと識字率の低さにより苦しんでいる。一方、南
部のケララ州では、高齢者向けの生活支援施設の人員
確保がすでに困難になっている。国が 2つのまったく
異なる人口問題に同時に取り組まなければならない場
合、政策の優先順位を決めるのは容易ではない。
また、インドでは男性と女性を取り巻く状況にも差

がある。世界銀行によると、インド人女性の有給労働
率はわずか 23％で、バングラデシュの 37％、中国の
63％と比べても低い。インドでは、こうした労働の多
くが非公式経済であり、女性は老後に経済的不安を抱
えるリスクが高い。インド人女性の高等教育への進学
率はインド人男性よりも高いが、インド経済は依然と
して男性優位だ。インドが経済成長を最大化するため
には、スキルと雇用をより適切に結びつける必要がある。

インドの将来は人口動態が鍵を握る
インドの人口動態は将来への土台を築いているが、人
口増加の鈍化と年齢の中央値上昇が力強い経済成長に
つながる保証はない。同様に、人口増加の鈍化がより
クリーンで持続可能な環境につながるという保証もな
い。すべてが計画通りに進めば、インドの 14億人を
数える人々は、今後数十年にわたって生活水準の向上
を目の当たりにすることになる。これは、手頃で現実
的な消費の選択肢が不可欠であることを意味し、イン
ドは、この人口動態の道をたどるであろう他のダイナ
ミックな経済国にとって、より環境に優しい道を示す
モデルとなりうる。環境に配慮した労働市場や産業へ
の投資を含めれば、環境目標は経済目標もサポートす
ることができるだろう。o

2023 年半ば時点で最も人口の多い 10か国

出典：国連人口基金「世界人口白書（State of World Population）2023」報告書、ロイター
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コルカタの野菜市場で買い物をする住民たち。

この記事は戦略国際問題研究所が 2023 年 4 月 28 日に発表したもので、 
FORUM のために編集したものです。元の記事はこちらを参照してください： 
www.csis.org/analysis/what-india-becoming-worlds-most-populous-country-means
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これは、情報領域において他の権威主義国家がもた
らすものより複雑な挑戦であり、ロシアが対外干渉や
破壊工作と情報操作を統合した破壊的な挑戦よりもさ
らに複雑なものだ。なぜなら、習主席の下、中国の野
心ははるかに大きく、党国家の戦力投射は他の修正主
義勢力よりも重みを持っているからだ。中国は、威圧
的な国家戦略を用いて、政治力を誇示し、コストを押
し付けることができる。戦略的競合に対して、ますま
す明白な形でこの影響力を示してきている。例えば、
新疆ウイグル自治区や香港における人権侵害などの問
題に対する世論の意見を封じ込めるために、国家的プ
ロパガンダによって動員された消費者ボイコットで欧
米企業を標的にしてきた。
スコット・モリソン（Scott	Morrison）豪首相（当

時）が新型コロナウィルスの起源に関する国際的な調
査を提案した後、オーストラリアは貿易関税の嵐に直
面し、中国の成競業（Cheng	Jingye）元駐オーストラ
リア大使は、それを中国人民の怒りの表れだと表現し
た。豪中関係が最も冷え込んだ時期、中国外務省の趙
立堅（Zhao	Lijian）報道官（当時）は、現在「X」と
して知られるツイッターに、オーストラリア兵がアフ
ガニスタンの子供の喉を切り裂いている偽画像を投稿
した。この捏造画像は、アフガニスタンにおけるオー
ストラリア軍による戦争犯罪疑惑の調査を示唆するた
めに用いられ、もともとは中国のソーシャルメディア
上で配信されたものだった。	
このツイートから 1時間も経たないうちに、モリソ

ン首相は記者会見を開いて反論した。モリソン首相は
また、中国が所有するソーシャルメディアWeChat で、
民主主義国家としてオーストラリアはその欠点を鏡に
映す用意があると発言した。投稿から数分で、モリソ
ン首相のWeChat アカウントは停止された。こうした
やりとりは、中国がいかに情報領域を悪用し、言論の

自由が守られている西側のソーシャルメディアでプロ
パガンダを発信する一方で、中国国民向けのメッセー
ジを検閲しているかを示している。
中国共産党の情報作戦の歩みは、かつて稚拙であっ

た取り組みが洗練されつつあることを示しており、こ
れは党国家の粘り強い取組みの反映だ。さらに、香港
で広まった民主化デモや抗議行動は、党国家のリスク
選好を高めた。	
中国共産党の焦点は、香港デモ、2020 年台湾総統

選挙、新型コロナウィルスの起源といった話題から、
米国内政治への対外干渉へと移った。香港の抗議デモ
に焦点を当てていた一連の情報作戦は、米国国内の抗
議デモを利用することに軸足を移した。	
数年の間に、中国共産党の手法は、台湾の有権者

に影響を与えるために伝統的な中国語で書き込みをし
ようとした言語的な間違いも含め、台湾の選挙に干渉
しようとした初期の試みから急速に成熟した。中国共
産党が米国を標的にし始める頃には、中国共産党の情
報作戦は、ほとんどのソーシャルメディア・プラット
フォームにおけるアルゴリズムや	人的防御を克服で
きるようになっていた。例えば、中国共産党のアセ
ット「スパモフラージュ・ドラゴン（Spamouflage・
Dragon）」は、Facebook、X、YouTube など、米国
の主要なプラットフォームに誤った情報を素早く拡散
させることができる。中国共産党はまた、人工知能を
使って動画コンテンツを自動翻訳したり、偽のソーシ
ャルメディアアカウントのプロフィール写真を生成し
たり、ディープフェイク動画を開発したりするなど、
その能力を進化させている。
ソーシャルメディアを悪用している中国共産党の

情報作戦を分析する上での課題は、中国共産党の戦
略目標の文脈の中にそれらを位置づけることだ。党
は習主席とその意思決定機関である政治局から生ま
れるドクトリンを運用化しようとしている。習主席
の下、党の野望は野心的だ。プロパガンダは政治戦
の手段であり、戦略的優位に立つために他の強圧的
な国家戦略と組み合わせることができる。
民主主義諸国は、グローバリゼーションと経済関係

によって中国を法治に基づく秩序に引き込むことを想
定していた。彼らは、経済関係やディアスポラ・コミ
ュニティ、開かれた民主主義国家の情報環境への非対
称なアクセスを利用することによって、相互依存を武
器にしようとする一党独裁国家中国の意志を過小評価
していた。オーストラリアの北と北東では、パプアニ

習近平中国共産党主席のもと、
中国は国際秩序を再構築するた
めの世界的なプロパガンダ・シ
ステムの構築を進めている。
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誘拐、拘束、失踪 中国国家は、欧米諸国出身者を含め、中国人だと見なした人々を誘拐して強制送還し、他国
出身者を強制的に拘束している。

暗殺 2008年以来、北朝鮮は少なくとも2件の暗殺と複数の未遂事件に関与している。ロシア政権
はジャーナリストや反体制派、元諜報員の殺害を試みてきた。

取り込み
権威主義体制やその他のハイブリッドな脅威主体は、反対意見を抑圧し、政策を転覆させた
り、民主的規範や制度を弱体化させたりするために、指導者やコミュニティ・グループを取
り込む場合がある。

強制的外交 強制的外交とは、非軍事的な威圧行動、あるいは脅威を利用して対象国の行動を変えさせる
こと、と定義できる。

腐敗 腐敗には物理的、心理的な要素がある。前者は、資金や資源、能力の流用を伴うもので、シ
ステムや制度に対する信頼を弱め、目標を危うくする。

サイバー攻撃 サイバー攻撃は、コンピュータ・システムへの不正アクセスを通じて、情報を盗んだり、暴
露したり、改ざんしたり、無効化したり、破壊したりする試み。

デジタルデバイド インド太平洋地域間のデジタル技術と識字率の格差は、脅威行為者に悪用され、政府の明確
な対応を妨げる可能性のある脆弱性を示している。

情報操作 偽情報は、政治的目的を推進する目的で、虚偽の、あるいは意図的に偏った、誇張された、
歪曲された、あるいは不均衡な情報を意図的に広めること。

経済的威圧行動 貿易の遮断や市場アクセスの縮小といった経済的威圧行動や制裁は、対象となる政府を罰し
ようとするもの。

スパイ活動 従来のスパイ活動や対スパイ活動は、テクノロジーによって強化されてきた。サイバーとシ
グナル・インテリジェンスは、国家システムや商業機密へのアクセスを可能にする。

対外干渉 対外干渉は、議論を混乱させ、意思決定を形骸化させたり、遅らせたり、複雑化させたりす
る、秘密裏に行われる影響力の試み。

人権侵害 このような虐待は、国連の世界人権宣言に謳われている権利を直接的または間接的に侵害す
るものだ。脅威行為者はしばしば、組織内の弱点やその他の脆弱性を悪用する。

情報作戦 情報作戦および影響力作戦は、敵対者に対する競争上の優位性を追求するために、 
敵対者に関する戦術的情報を収集し、プロパガンダを広めることを含む。

知的財産の窃盗 個人や 企業からアイデア、発明、研究、その他の知的財産を盗むこと。

ローフェア 軍事行動による影響に対処しながら、批判を抑止し支持を得るために国際法や国内法を利用
すること。

係争中の島々の軍事化 南シナ海の一部の人工的な海洋地形は完全に軍事化され、対艦・対空ミサイルシステム、レ
ーザー・妨害装置、戦闘機で武装されている。

傭兵と民間業者 武力行使、不法活動、ハッキングの目的で民間業者を利用することで、言い逃れを可能
にする。

ューギニアとソロモン諸島が中国の一帯一路構想に基
づく協定に調印した。ソロモン諸島はまた、中国政府
と安全保障協定を結んでいる。オーストラリアは自由
な行動が制限されていると認識している。
欧米の	世論調査では、中国が安全保障上の脅威で

あるとの懸念が高まっている一方で、中国共産党のプ
ロパガンダは他でも成果を上げている。資源が豊富な
一部の地域では、中国共産党のプロパガンダが支持を
集めている。アフリカ、東南アジア、ラテンアメリカ
では、中国共産党は人権や経済発展といった中核的な

一般的なハイブリッド脅威 出典：ジェイク・ウォリス博士 / オーストラリア戦略政策研究所 
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価値観に対抗し、さまざまな統治モデルを提供するこ
とが可能となっている。
中国共産党のプロパガンダ、情報操作、政治戦に

対抗するため、大国間競争の焦点となりつつあるイン
ド太平洋は、ハイブリッドな脅威に対するレジリエン
スを高めるべきだ。この地域には、さまざまな政治体
制と経済発展段階にある国家が存在する。また、民主
主義の後退も見られ、ロシアのウクライナ侵攻に対し
て欧州諸国が示したような集団性は、この安全保障構
造にはない。確かにヨーロッパには、適応できそうな
モデルがいくつかある。欧州連合と北大西洋条約機構
は、フィンランドのヘルシンキを拠点とする「欧州ハ
イブリッド脅威対策センター（European	Centre	of	
Excellence	for	Countering	Hybrid	Threat）」に資金
を提供している。インド太平洋地域では、複雑な安全
保障構造があるにもかかわらず、この地域の戦略的バ
ランスを維持するために、伝統的・非伝統的な提携国
間で協力への意欲が高まっている。経済的威圧行動、
対外干渉、海洋での威圧行動、サイバー侵入といった
問題は、この地域全体の国家に政治的圧力をかけ、自
由で開かれた貿易から生まれた繁栄の拡大を脅かす。
インド太平洋、特に東南アジアは、世界のミレニア

ル世代の人口の半分以上を占める若い国であり、教育
水準も高い。これらは経済成長の強力な原動力となる。
インド太平洋地域は世界の国内総生産の 60％を占め、
2030 年までに新たに 24億人の中産階級がこの地域で
誕生する。地域の提携国は、こうした世界的繁栄への
貢献がいかに重要であるかを認識している。カナダ、
欧州連合、英国、米国はそれぞれインド太平洋戦略を
掲げている。オーストラリア、英国、米国のパートナ
ーシップや、オーストラリア、インド、日本、米国の
クアッドパートナーシップのような新たなパートナー
シップは、法治に基づく国際秩序を脅かすインド太平
洋の紛争を抑止するためのものだ。インド太平洋に焦
点を絞ったハイブリッド脅威センターは、情報操作、

対外干渉、破壊行為、経済的威圧行動、サイバー侵入
など、動的閾値の下で進行する国家安全保障上の脅威
に対応するための社会的弾力性の開発に役立つだろう。
中国は、この地域における領土的欲望を武力で直接

主張する必要はない。習主席が人民解放軍に自治領台
湾への攻撃を命じるかもしれないという大きな（そし
て妥当な）懸念が存在する一方で、党国家は、政治的
干渉や破壊行動、経済的威圧行動、そして動的閾値を
下回る軍事的圧力といった作戦を通じて、台湾の人々
の決意を疲弊させる試みを続ける可能性がある。こう
した強圧的な国家工作は、台湾およびこの地域の戦略
的バランスを脅かすものだ。これらは、中国が他国に
対して自国の利益を主張するために積極的に力を行使
するということを示す、脅威的なデモンストレーショ
ンだ。このような攻撃的な国家工作は、その標的が米
国であろうと同盟国であろうと、この地域の民主的提
携国の政治的、外交的、経済的、軍事的な能力を制約し、
民主的な国家工作の手段を阻害している。
欧州の安全保障に対する集団的アプローチにより、

欧州連合と北大西洋条約機構は、主要提携国とともに
ハイブリッド脅威センターに資金を提供し、加盟国の
対応能力を強化するための研究と能力開発プログラム
を実施している。インド太平洋も同様の構造から恩恵
を受けるだろう。この地域は、その関係、パートナー
シップ、競合する利益、安全保障構造において、依然
として複雑な状況にある。しかし、抑止力は、主張の
強い中国に国際秩序を維持できると納得させるための
基本である。抑止力は集団的な行動によってのみ達成
できるものであり、インド太平洋地域がウクライナを
巻き込んだような殺戮に陥るよりは、この地域が今、
集団的に威圧行動に対応することが望ましい。o

本稿は、オーストラリア戦略政策研究所が 2022 年 6 月にオーストラリア戦略政策研究所
のウェブサイトで発表した報告書「Countering the Hydra: A proposal for an Indo-Pacific 
hybrid threat centre（仮訳 ヒドラに対抗する：インド太平洋ハイブリッド脅威センターの
提案）」に基づくものです。レポートの全文はこちらを参照してください： 
https://www.aspi.org.au/report/countering-hydra

2023 年 3月、米国カリフォルニア州サンディエゴのポイント・ロマ海軍基地で、三国間パートナーシップについて話し合う
（左から）アンソニー・アルバニージ豪首相、ジョー・バイデン米国大統領、リシ・スナク（Rishi	Sunak）英国首相。	AP 通信
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中国共産党の
スパイ活動を暴く

中国はいかにして産業・軍事
技術や機密を盗み出すのか？

FORUM スタッフ

イラスト：FORUM
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023 年 1月下旬から 2月上旬にかけて、米国
本土を縦断した、高高度気球（米国戦闘機
により撃墜）の鮮明な姿は、中国共産党の

スパイ活動の広がりを各国に知らしめた。
中国は、以前にもこの種の監視技術を世界的に展

開し、戦略的競争相手をスパイし、国際法と数十か
国の主権を侵害してきた。米国国防総省報道官のパ
トリック・S・ライダー（Patrick	S.	Ryder）准将に
よれば、近年、同様の中国の気球が東アジア、ヨー
ロッパ、中南米、南米、東南アジアの上空で活動し
ているという。ライダー報道官は 2023 年 2月の記
者会見で、「これは中国の大規模な監視気球計画の一
部だと我々は評価している」と述べた。
しかし、偵察気球は習近平中共総書記の下、世界

支配的な軍事力だけでなく、経済的、社会的、政治
的な支配力を確立しようとする中国共産党の包括的
な戦略のほんの一部にすぎない。習政権は、競争相
手に追いつき、軍備を近代化するためなら手段を選
ばず、戦場と世界経済を支配するという目標を掲げ
てきた。
「中国は、そのような権威主義的野心と最先端の
技術力を融合させた最初の国かもしれない。東ドイ
ツの監視の悪夢とシリコンバレーのハイテクが合体
したようなものだ」と、米国連邦捜査局（FBI）の
クリストファー・レイ（Christopher	Wray）長官は
2022 年 1月の演説で述べた。20世紀半ばから後半
にかけてのおよそ 40年間、東ドイツの国民は、数
百万人の秘密ファイルを保管する警察機関による集
団監視下に置かれていた。
中国共産党は、企業、政府、軍、大学から重要な

産業・軍事情報を吸い上げるために、スパイ、ハニ
ートラップ、脅迫、贈収賄といった従来型の手法か
ら、サイバーハッキングや秘密裏のデータ収集に頼
る現代的な手法まで、さまざまな手法を用いている。
中国共産党は、政府機関や国営の組織・企業を利用
するだけでなく、企業家、研究者、学生などの中国
人ディアスポラのメンバーや、文化センターとして
推進している孔子学院（Confucius	Institutes）を通
じて外国人を採用し、その活動を推進している。
軍事機密や企業秘密の窃盗は単に儲かるだけで

なく、戦略的なものでもある。世界的なメディア企
業であるエコノミスト・グループの調査・分析部門
であるエコノミスト・インテリジェンス・ユニット
（Economist	Intelligence	Unit）のアナリスト、ニック・
マロ（Nick	Marro）氏は 2023 年 1月、BBCに対し
て「グローバル・バリュー・チェーンを比較的早く、
時間的にも金銭的にもコストをかけずに、自国の能
力に完全に依存することなく、飛躍的に向上させる

ことができる」と語った。例えば、レイ長官によれば、
中国の国家とつながりのある営利団体と関係のある
個人が、何年にもわたる研究開発に何十億ドルも費
やすことを避けるために、米国の農場から遺伝子組
み換え種子を掘り出したという。

軍事技術の盗用	
軍事分野でも、似たような戦術が不正な成果を生ん
でいるようだ。中国軍によるステルス戦闘機 J-20 の
開発はその代表例だ。航空アナリストによると、中
国共産党の工作員は 2007 年、2009 年、2011 年に
ペンタゴンの米国サーバーにハッキングを繰り返し、
中核技術を盗んだという。中国共産党はまた、1999
年にセルビアで墜落した米国のF-117にアクセスし、
中国がステルス機の能力をリバースエンジニアリン
グできる可能性を手に入れた。J-20 の開発は 2006
年頃から始まり、2017 年に j 実用化された。2015
年に試験飛行が増えるにつれ、中国機と米国の最新
鋭戦闘機である F-22 ラプターとの著しい類似点が報
道された。
「我々が把握しているのは、（中国の）J-20 の
開発はスパイ活動によって進んでいるということ
であり、それこそが重要なポイントだ」と、元国
防次官代理のジェームズ・アンダーソン（James	
Anderson）氏は 2023 年 3 月、フォックス・ニュ
ース・デジタル（Fox	News	Digital）に語った。「彼
らは長年にわたって窃盗で大きな利益を得てきた。

2

中国の航空ショーでパフォーマンスを披露する人民解放軍の J-20 ス
テルス戦闘機。米国当局は、中国共産党がジェット機の開発に必要
な技術を盗んだと主張している。AP 通信
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2023 年 2月、サウスカロライナ沖で米国戦闘機に撃墜された中国軍
の高高度偵察気球の残骸を回収する米国海軍の水兵たち。
タイラー・トンプソン（TYLER THOMPSON）一等兵曹 / 米国海軍

彼らはそれを有効活用することで、先進的な第 5世
代戦闘機を開発した。
「中国にとっては時間と資金の節約になる。彼らは
我々の秘密の一部を盗むことに成功しているのだか
ら、事実上、我々は彼らの研究開発予算の一部を補助
していることになる」とアンダーソン氏は指摘し、「最
終的に、これは我が国の兵士たちを戦場でより大きな
危険にさらすことになる」と述べた。

中国政府による戦略的競争相手へのスパイ活動の
金銭的コストを計算するのは困難だが、「中国が航空
宇宙技術における米国の優位性を急速に侵食している
のは明らかだ」とアンダーソン氏は言う。
さらに、「中国のスパイ活動は、米国が通信、経済力、

重要インフラの安全性と回復力において宇宙開発能力
に依存している状況や軍事力をグローバルに投射する
能力を危うくする」という指摘を、米国の退役諜報官
ニック・エフティミアデス（Nick	Eftimiades）氏は
2020年10月、防衛戦略・政治・技術のデジタル雑誌「ブ
レイキング・ディフェンス（Breaking	Defense）」に
寄稿した。
しかし、「実際の戦闘がなければ」、J-20 とラプ

ターの比較をするのは困難だ、とアンダーソン氏は
言う。雑誌「インターナショナル・セキュリティー
（International	Security）」は 2019 年、「Why	China	
Has	Not	Caught	Up	Yet:	Military-Technological	
Superiority	and	the	Limits	of	Imitation,	Reverse	
Engineering,	and	Cyber	Espionage.（仮訳	なぜ中国
はまだ追いついていないのか：軍事技術的優位性と模
倣、リバースエンジニアリング、サイバースパイの限
界）」と題する記事で、中国の戦闘機の能力に疑問を
唱えている。研究者たちは、「J-20 が F-22 の性能に

米国サイバーセキュリティ・社会基盤安全保障庁（The	U.S.	
Cybersecurity	and	Infrastructure	Security	Agency）は 2021 年、
国家の支援を受けた中国のハッカーらがネットワーク機器を悪
用し、欧米の防衛産業や金融セクターのターゲットにスパイ活
動を行っていると警告した。AP 通信



59IPD FORUMFORUM

近いかどうかに関しては、深刻な疑問が残る」ことを
明らかにした。実際、匿名の中国情報筋は、能力的に
F-22 に劣るにもかかわらず、中国共産党が南シナ海
での緊張の高まりを受けて J-20 の就役を急がせたこ
とを認めている。研究は「中国が自前の航空機エンジ
ンの開発に苦戦している事実は、中国が第 5世代戦闘
機に関して米国軍との軍事技術格差を縮めたという説
に疑問を投げかけるものである。おそらく、さらに重
要なことは、中国が模倣によって享受してきた利点が
必然的に限定的なものであったことを示すということ
だ」と結論付けている。
中国共産党は他国の軍隊の技術を大量に模倣、あ

るいはリバースエンジニアリングしてきた。ロシアの
防衛コングロマリット、ロステック（Rostec	Corp.）
は 2019 年、中国が航空機エンジン、スホーイ機、デ
ッキジェット、防空システム、携帯型防空ミサイル、
中距離地対空システムなどの技術を模倣していると非
難した、と日経アジア・レビューは報じている。ロス
テックは 2007 年にロシアのウラジーミル・プーチン
（Vladimir	Putin）大統領が設立した。
イスラエルと米国のサイバーセキュリティ企業、

チェック・ポイント（Check	Point）の 2022 年 5月
のレポートによると、中国政府は機密軍事技術を獲得
するためにロシアをターゲットにし続けているとアナ
リストは指摘しているという。中国共産党は近年、フ
ィッシングやハッキングを利用して、ロシアの衛星通
信、レーダー、電子戦技術の研究機関に潜入しようと
したとニューヨーク・タイムズ紙が報じている。

経済的安全保障への脅威	
2022 年 7月、英国と米国の諜報機関トップが、特に
西側諸国のビジネスリーダーたちに対し、中国共産党
が経済と国家安全保障にとって「計り知れない」脅威
であると警告した。BBCによると、レイ長官はロン
ドンに集結した企業や大学の幹部たちに向けて、中国
共産党が主要産業を支配しようとしている意図がある
と語ったという。中国共産党は、「多くの優秀なビジ
ネスマンですら気づいていないほど、欧米の企業にと
って深刻な脅威」だとレイ長官は述べた。BBCによ
ると、中国共産党は「大都市から小さな町まで、フォ
ーチュン 100 社から新興企業まで、航空からAI（人
工知能）、製薬まで、あらゆる分野の企業にスパイ活
動を展開している」という。2018 年の米国政府の調
査では、中国の企業秘密窃盗は米国に年間最大約 78
兆 7,600 億円（5,400 億ドル）の損害を与える可能性
があるとされた。
「中国の諜報活動は、現代において初めて社会全
体を基盤とするものである」とエフィティミアデス
氏は「ブレイキング・ディフェンス」に書いている。
「このため、中国のスパイ戦術は時に巧みさを欠き、
標準的なスパイ手段（暗号化通信、デッドドロップ
など）をほとんど用いず、あらゆる市民が行う膨大
なスパイ活動や、中国のスパイが発見された場合の
実質的な罰則がないことに内在する一種の免罪符に
頼っている」という。
中国共産党は自国民、営利団体、在外者、中国の

学者や外国人研究者を強要・脅迫し、情報収集ネット

2023	年	3	月、世界的脅威に関する公聴会に出席するため連邦議会に到着した	FBI	のクリストファー・レイ長官（右）と前米国サイ
バー軍・国家安全保障局のポール・ナカソネ大将（Gen.	Paul	Nakasone）		AP 通信

「中国は、そのような権
威主義的野心と最先端
の技術力を融合させた
最初の国かもしれない。
東ドイツの監視の悪夢
とシリコンバレーのハ
イテクが合体したよう
なものだ」

	—	クリストファー・レイ FBI 長官
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ワークに貢献させている、と専門家は主張する。エ
フィティミアデス氏によれば、中国共産党は少なく
とも 500 のいわゆる人材プログラムを運営し、欧米
の学者やビジネスのプロをこの取り組みに参加させ
ているという。ほとんどの工作員は中国共産党の中
央軍事委員会統合情報局、中国共産党の民間情報機
関である国家安全部、あるいは国有企業の下で働い
ている、と同氏は書いている。

しかし、中国共産党による社会全体的アプローチ
は、その戦略の一部に過ぎない。さらに「大規模な
不正行為と窃盗」のためにサイバースパイ活動を展
開している、とレイ長官は述べている。「彼らのハッ
キング・プログラムの規模、ハッカーが盗んだ個人・
企業データの量は、他のすべての国を合わせたより
も大きい」とレイ長官はNBCニュースに語った。
中国共産党のプログラムを抑制しようとする試み

は、概して失敗に終わっている。中国政府は2015年、
米国との間で「商業的利益を目的とした企業秘密や
その他の企業機密情報を含む知的財産のサイバーに
よる窃盗」を行わないことを約束する協定に署名し
たが、中国共産党は 1年足らずでこの協定に違反し
たとされている。
BBCが報じたところによると、英国安全保障局

（MI5）のケン・マッカラム（Ken	McCallum）局長
によると、英国と米国は中国共産党のサイバー脅威
に関する情報を 37の同盟国や提携国と共有している
という。ニューヨーク・タイムズ紙によると、サイ
バーセキュリティの専門家たちは、デジタルの痕跡
を追跡した結果、近年、多くのサイバー攻撃が、明
らかに中国とつながりのあるハッカーに関係してい
ることを突き止めたという。2020 年、米国は中国に
拠点を置き、米国やその他の国の 100 以上の企業、
非営利団体、政府機関に侵入し、知的財産や諜報情

報を盗んだハッカーたちを起訴した。ニューヨーク・
タイムズ紙によると、これらのハッカーは中国共産
党とつながりがある集団「APT41」と関係があると
いう。彼らの起訴は 2023 年半ば現在も継続中だ。
中国共産党は過去 10年間、インド太平洋地域の

国々もターゲットにしてきた。米国のセキュリティ
企業シスコ・タロス（Cisco	Talos）によると、「マ
スタング・パンダ（Mustang	Panda）」と呼ばれる
ハッカー集団が中国を拠点に、インド、ミャンマー、
台湾などの組織を攻撃しているとニューヨーク・タ
イムズ紙が報じた。一方、米国を拠点とする情報セ
キュリティ企業セキュアワークス（SecureWorks）
によると、中国を拠点とするグループ「ブロンズ・
バトラー（Bronze	Butler）」は 2012 年から 17年に
かけて、日本のテクノロジー企業の知的財産を盗も
うとしていた。ブロンズ・バトラーは、コンピュー
タシステムのソフトウェアの欠陥やセキュリティギ
ャップを悪用し、信頼できる組織になりすまして機
密情報を入手しようとしたという。
中国がスパイ活動の標的としているのは、航空宇

宙、航空機器、製薬開発、生物工学、ナノテクノロ
ジーなどの主要技術分野であり、医療、繊維、自動
車など他の産業で使用する材料の生産を目指してい
ると、シリコンバレーを拠点とするコンサルタント
会社、コンステレーション・リサーチ（Constellation	
Research）の創設者兼CEOのレイ・ワン（Ray	
Wang）氏は BBCに語った。中国共産党のスパイ活
動は、産業政策「中国製造 2025（Made	in	China	
2025）」、5か年計画、技術・商業・軍事企業のギャ
ップを特定するその他の政策文書など、中国共産党
の経済戦略に沿った技術を優先している。エフィテ
ィミアデス氏によれば、これは「中国の公的目標と
秘密作戦目標の一致」を反映しているという。同氏
は 2020 年に「中国スパイ活動シリーズ	—	作戦と戦
術（A	Series	on	Chinese	Espionage	—	Operations	
and	Tactics）」と題した研究で、中国共産党が公認
した情報収集活動の約 600 の事例を分析している。

戦争としてのスパイ活動	
多くの点で、スパイ活動は敵の経済的繁栄を損なう
戦略の一環として、戦争の一要素となっている。企
業秘密の窃盗は最終的に国内総生産を縮小させ、標
的となった国の雇用を失わせるとアナリストは指摘
する。独占的なビジネス情報の盗用は、不公正な競
争上の優位性を与えるだけでなく、ライバルの経済
的繁栄を累積的に低下させる。
同盟国・提携国は中国共産党のスパイ活動に対抗

するためにさらなる努力が必要だ。各国は対外政策
や通商政策の強化を試みているが、中国共産党の世
界的なスパイ活動を抑止するには、こうした措置は
依然として不十分だ。その結果、志を同じくする国々
は、国際的な協調を拡大し、国際規範を強化し、現
行法の下での法執行を強化するために、同盟関係を

「（中国）のハッキング・プロ
グラムの規模、ハッカーが盗
んだ個人・企業データの量は、
他のすべての国を合わせたよ
りも大きい」

	—	クリストファー・レイ FBI 長官
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活用し、拡大しようとしている。しかし、まだ多く
の課題が残っている。
近年、多くの国々が中国共産党による大規模な

窃盗の企てを阻止し、訴追を強化している。例えば
2023 年 1月、米国は鄭小青（Zheng	Xiaoqing）に
対し、当時勤務していたゼネラル・エレクトリック
（GE）パワー社から、同社独自のブレードやシール
など、ガスタービンや蒸気タービンの設計・製造に
関する情報を盗んだとして、禁固 2年の判決を下し
ている。
レイ長官によれば、米

国司法省は 10時間おきに
中国関連の捜査を開始して
おり、現在 2,000 件以上の
捜査が進行中だという。米
国は 2022 年 11 月にも、
GEを含む米国の航空・宇
宙企業の企業秘密を盗もう
と企てたとして、中国人の
徐燕軍（Yanjun	Xu）に懲
役 20年の判決を下してい
る。米国に引き渡され、裁
判を受けることになった最
初の中国人諜報員となった
徐は、情報を別のデータフ
ァイルのコーディングの中
に隠蔽して盗み、中国に送
ったと言われている。FBI
の防諜担当補佐官、アラン・
コーラー（Alan	Kohler）
氏は、徐の行動を中国共産
党の「国家主導の経済スパ
イ行為」と呼んだとフォッ
クス・ビジネス・ニュース
（Fox	Business	News）	は報
じた。「中国の真の目標を疑う人々にとって、これは
警鐘となるはずだ。彼らは自国の経済と軍事に利益
をもたらすために米国の技術を盗んでいる」とコー
ラー氏は言う。
同様に、MI5 も中国のスパイ活動に対する取り組

みを大幅に強化している。2022 年、MI5 は中国共
産党関連の捜査を 2018 年の 7倍行っており、その
数は増え続けているとマッカラム局長は BBCに語
った。

対策の強化	
中国政府が企業秘密や技術を盗むことで多くの利益
を得ていることを踏まえ、同盟国・提携国は、この
ような秘密裏に不正な活動を行っている個人や組織
に対し、より高いコストを課し続けなければならない。
米国としては、半導体技術を盗もうとする中国共

産党の動きに対抗している。2022 年 10 月、米国は、
米国のソフトウェアやツールを使用するチップメー

カーは、中国にチップを輸出する前にライセンスを
取得することを義務付ける輸出規制を発表した。
この措置はまた、米国市民や永住権保持者が特定

の中国チップ企業で働くことを禁じている。
ワシントン・ポスト紙によると、新たな措置のう

ち、「外国直接製品ルールの適用により、世界のほ
ぼすべての半導体企業に当てはまることだが、チッ
プの製造に米国の技術を使用している場合、世界の
どこの企業も、AI やスーパーコンピューティング活
動に従事する中国企業や組織に、米国政府のライセ

ンスなしに高度なチップを
販売することができなくな
る」という。この措置によ
り、中国企業や軍事組織は、
米国のツールや設計を使用
して製造された他の外国製
技術製品を入手することが
より困難になる、と投稿同
紙は報じている。
米国政府は、重要イン

フラや機密コンピュータネ
ットワークを保護するため
の取り組みを強化すること
で、サイバースパイを阻止
するための対策を厳格化し
ている。また、民間セクタ
ーと提携し、サイバー空間
における悪意ある活動の軽
減にも取り組んでいる。	
さらに、同盟国・提携国

との安全保障上のパートナ
ーシップの構築は、インド
太平洋全域をはじめとする
地域でサイバー・ネットワ
ークを保護し、スパイ活動

を阻止する上で、ますます重要な優先事項となって
いる。例えば、オーストラリア、インド、日本、米
国を含むクアッドパートナーシップのメンバーは、
サイバー領域での協力と情報共有を表明している。
この地域の他の国々も、サイバー窃盗やその他の脅
威に対抗するための技術や能力の開発を目指し、サ
イバー関連の軍事演習を行うなど、新たな方法で協
力している。
軍や国家は、重要インフラに対するサイバー脅威

が今日の国家が直面する課題の最たるものであり、
その危険性はますます複雑になっていることを認識
している。こうした脅威に対処するため、米国とそ
の同盟国、提携国は、経済的なサイバースパイ活動
を行う敵対国に対し、外交的、経済的、情報的コス
トを課すより良い方法を模索している、と当局者は
語った。中国共産党のスパイ活動を抑制し、変化を
促すには、地域的・国際的に協調した対応が最善の
策となる得る。o

2022 年 11月、米国は米国の航空・宇宙企業の企業秘
密を盗もうと企てたとして、徐燕軍に懲役 20年の判決
を下している。彼は裁判を受けるために米国に引き渡
された最初の中国情報機関員だと言われている。AP 通信
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あなたの職務内容と達成目標は？
私の役割は、防衛と安全保障に適用される科学、イノベー
ション、テクノロジーといった組織の科学戦略を形成し、
それを導くことです。つまり、オーストラリアはどこへ向
かい、どんな目標を掲げているのか、ということです。こ
のような世界で働いていない人たちに対しては、オースト
ラリア防衛の根幹に関わる重要性を説明しなければなりま
せん	—	常に、明確かつ説得力のある方法で、我々がどこ
に向かうべきかを明確にすることを目指しています。
国防科学技術グループ（Defence	Science	and	

Technology	Group	-	DSTG）にとって、国際的な役割
は非常に重要です。我々は国際的なパートナーシップを
通じて成果を達成することを目指しており、そのような
関係を築く手助けをすることも私の役割のひとつです。
その多くは、人と人との良好な関係に尽きます。米国、
カナダ、ニュージーランド、日本、シンガポール、大韓
民国、フランス、スウェーデンなど、多くの国々と強力
なパートナーシップを結んでいます。価値観を共有する
国々との広範なパートナーシップは不可欠です。法治に
基づく世界秩序は、我々が協力して達成できるものです。
私と共に働くチームが、協力して国防科学技術グループ
の活動をリードし、促進してくれています。
今後は次世代の能力にもっと力を入れたいと考えて

います。それが私の課題です。最終的にこの役割を終え
た時には、オーストラリアにおいて、それをより大きく、
より良く、より強くする手助けをしたと言いたいですね。

各国が単独でイノベーションや開発に取り組むのではな
く、多国間で課題に取り組むことに価値はありますか？
多国間で検討する方が価値がある場合もありますが、
時間がかかる場合もあります。例えるなら、3、4人
の人が部屋で何かをデザインしようとしているとしま

す。全員が自分のコンセプトをプロジェクトに取り込
もうとしますよね。別の方法としては、勢いをつける
ために、一人がまず動き出して、他の人がそれに加わ
るという方法もあります。プロジェクトは時間ととも
に進化していきます。一人の人物、あるいは一つの国
からテンプレートのようなものを得て、それに他の国
も参加するのです。協力者を受け入れるオープンさが
必要です。
共同プロジェクトは、すべてのパートナーのニーズを

満たさなければならず、なかでも、戦力構成にどのように
統合するかが重要です。プロジェクトは、共同設計の理念
とともに発展していかなければなりません。これは何かを
開発する現実的な方法だと思いますし、素早く実現できま
す。そうでなければ、多くのステークホルダーからニーズ
が寄せられた場合、過剰に複雑なシステムにはまってしま
うだけです。我々は物事を単純化しなければなりません。
すべての人が双方向的かつ進化した方法で協力し合

うパートナーシップこそがこれからの姿なのです。そ
の一例が、オーストラリア、カナダ、ニュージーランド、
英国、米国が戦略主導の科学技術イニシアティブで協
力する「技術協力プログラム（Technical	Cooperation	
Program）」です。これは、重複を避け、相互運用性を
向上させながら、各国の研究開発の成果を拡大するた
めのアイデアや専門知識を交換する場です。

情報共有は国家の 安全保障を脅かしませんか？
どの国も自国の重要資産を守らなければなりません。
しかし、科学的原則の本質は公開とピアレビューであ
り、オープンサイエンスを可能にするものです。サイ
クルの後半になると、その技術や科学的ブレークスル
ーが軍事的に優位に立てるかどうか、応用について考
慮し始めるので、我々は保護的になる必要があります。
国防省部局の間で、シームレスで、協力的で、革新

的で、創造的な瞬間を迎えるためには、情報をもっと
自由に扱う必要があります。	こうしたものは信頼に裏
打ちされたものでなければなりません。さまざまな国
が集まっていますが、価値観や信念は一致しています。

オ
ーストラリア国防省は、法治に基づく世界秩
序と自由で開かれたインド太平洋を維持する
ための取り組みの中で、技術と技術革新を優
先している。ナイジェル・マクギンティ博士（Dr. 
Nigel McGinty）は、科学戦略、通信、国際的

関与を担当する同局の最高技術責任者として最前線に立って
いる。3 月にハワイで開催された 2023 太平洋作戦科学・技
術会議（Pacific Operational Science & Technology - POST）
でパネリストを務めたマクギンティ博士は、FORUM の取材
に応じ、新技術の開発と配備のために新たなアイデアと多国
間協力を奨励する雰囲気を確立する自身の任務について語っ
た。本記事はインタビューを FORUM のために編集もの。

オーストラリアの「国防科学技術グループ（Defence	Science	
and	Technology	Group）」は、音速の 5倍以上の速度を出すロ
ケットの開発に参加している。

ナイジェル・	
マクギンティ博士
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国際的な領域では、はるかに機敏になり、全ての関係
者がより多くのことをやろうとする動きが強まってい
ます。それは素晴らしいことだと思います。

イノベーションは創造的な活動であると同時に、素早
く起こす必要があるということですが、そこに相反す
るものはありますか？
そうは思いません。偉大なアーティストの中には、
非常に素早く偉大な作品を生み出す人たちがいます。
何かを開発し、配備するのに 10 年もかかる必要はあ
りません。第二次世界大戦はそれほど長くはかかりま
せんでしたし、その間にさまざまなものが構想され、
創造されました。我々は、実用的な開発だけでなく、
いかに迅速に物事を行うかということにも注目する
必要があります。モデル Tから始めて、時間をかけ
ながらロールスロイスに辿り着くのです。これもそ
のひとつです。我々は、共同デザインの要素を理解
するために協力的な方法で話し合うのとは対照的に、
あるものに必要なさまざまなパラメーターを計算す
る 10 年の開発期間にとらわれてしまいがちです。早
くできることは何か？例えば、達成しようとしてい
ることの 90％を達成できるか？ 1週間もあればでき
るかもしれません。でも、100％達成するには 5年は
かかるでしょう。
国防省は能力開発に対する見方がかなり伝統的で

す。しかし、従来のアプローチでは時間がかかり、コ
ストも非常に高くつきます。ですから、特にオースト
ラリアや小国にとっては、能力の優位性を提供するた
めに、技術の向上を加速させる方法を検討する必要が
あります。ある種の乗数効果をもたらす技術や能力で、
いかにして非対称的な優位性を得られるか。
最初からロールスロイスのようなものを作ろうとす

るのではなく、従来とは異なる方法を模索し、迅速に
達成できることを見極め、時間をかけてその能力を向
上させていく必要があります。本質的に、科学技術と
我々が住む素晴らしい世界の根幹は、絶え間ない改善
です。したがって、変革的な能力を導入したうえで、
時間をかけて改善していく必要があります。基本的に、
私が提唱しているのはそういうことです。

政府（特に国防）と民間産業との間のコミュニケーシ
ョンは増えていますか？
それこそがこの［太平洋作戦科学・技術］会議の目的で
す。今はもっとつながりがあるか？政府、国防総省と協
力して物事を解決するために、民間企業に協力してもら
うことにより重点を置いているのか？こうした問いに対
する答えは、イエスです。2016 年、オーストラリア国
防省は方向転換しました。我々は、産業界が能力の基礎
となることを約束しました。つまりは産業界とパートナ
ーシップを結ぶということです。それは国防の活動全般
にわたるものですが、研究開発も間違いなく含まれま
す。それは重要なことです。2016 年、オーストラリア
は「国防イノベーション・ハブ（Defence	Innovation	
Hub）」と次世代技術基金を創設し、イノベーションに
投資しました。小規模な産業や企業を支援し、育成する
プログラムによって、我々はその水準を引き上げること
ができました。中小企業（SME）は、研究者と商業化の
パートナーを結びつけ、潜在的な機会を模索しているほ
か、そのようなビジネスモデルを基に企業が設立されて
います。今の我々があるのは、企業が独自のイノベーシ
ョン・システムを構築してきたからです。「先進戦略能
力アクセラレーター（Advanced	Strategy	Capabilities	
Accelerator）」は、オーストラリアの国防革新システム
における次の革命です。

国防科学技術グループの宇宙領域認識望遠鏡（DSTG	
Space	Domain	Awareness	Telescope）は、人工衛星
やスペースデブリの評価と追跡を行うほか、ハード
ウェアのテスト、アルゴリズム開発、オーストラリ
アやその他の機関との共同研究にも使用されている。
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最大の課題は何ですか？
コストの高いビジネスであり、お金は決して二の次では
ありません。しかし、最大の課題は、使命を果たすこ
とのできる人材、つまり、我々が成し遂げるべきことを
理解し、それをテクノロジーの芸術と融合させることの
できる人材を見つけることです。イノベーションは創造
的なプロセスです。ビジョンを明確にし、それを実行に
移せる特別な人が必要です。米国国防高等研究計画局
（U.S.	Defense	Advanced	Research	Projects	Agency	-	
DARPA）はこれを見事に実践しています。
ビジョンを売り込むことができれば、人を集め、資

金を調達し、企業を集め、軍人や科学者を確保するこ
とができます。そういうつながりが大事なのです。ど
のような道のりを選ぶことができますか？ミッション
が誰にでも明確に示され、適切な人材が配置されてい
れば、物事は一直線に進み、前進し始めます。プログ
ラム構築に着手することができます。
オーストラリアはイノベーションに投資していま

す。オーストラリアのシステムは、より多くのものを
吸収できるようになり、今ではより成熟したイノベー
ションの仕組みが整っています。

太平洋作戦科学・技術会議のような会議には価値があ
りますか？
もちろんです。このようなイベントがもっと必要です。
我々はさら深くつながっていなければなりません。テ
クノロジーは我々が定期的にミーティングを行うこと
を可能にし、世界をより小さな場所にしました。しかし、
実際に会って人間関係を築くことは不可欠です。こう
した会話は、覚書（MOU）の締結やプロジェクトの手
配のプロセスを効率化します。ペンタゴンの仲間たち
とは、太平洋作戦科学・技術会議のようなイベントを

通じて実際に会うことも、バーチャルで会うことも、
COVID-19 以前よりも多くなりました。	
COVID-19 の影響で、常に直接会うことができな

くなったため、我々はそれまでよりさらにコミュニ
ケーションを取る必要に迫られました。パンデミッ
ク以前は、年に数回、会議室に集まってさまざまな
機会について話し合っていました。そしてそれぞれ
の国に戻り、自国での仕事に取り掛かっていました。
COVID の間は、今回の会議のようなイベントは数多
く開催されませんでした。そこで、我々は新しいコ
ミュニケーション方法を考えなければなりませんで
した。頻繁にディスカッションをすることの価値を
実感していますし、今ではもっとオープンになって
います。強力で生産的な国際的パートナーシップを
可能にするには、太平洋作戦科学・技術会議のよう
なイベントとオンラインでの交流を融合させる必要
があります。バーチャルでのミーティングは、オー
ストラリアでは少し早いということですね。科学は
まだ時差を回避できないのです。

我々はどこへ向かっているのでしょうか？
テクノロジーは急速に進歩し、軍隊に変革をもたらし
ています。自律性、AI（人工知能）、量子、極超音速推
進、ハイパーコネクティビティは、この変革の基盤です。
そこには怖さもありますが、あらゆることが可能に思
えます。世界がこれまでとは異なるだけに、パートナ
ーシップで管理する必要があるのです。同盟国・提携
国間のコミュニケーションは良くなっていますが、世
界の他の国々もそうであることは間違いありません。
官僚的でなく、より生産的な方法で、より透明性をも
って物事を進める必要があります。シームレスを目指
すのです。o

国防科学技術グループが開発した
単一光子アバランシェ検出器は、
低照度下で物体を検出することが
でき、敵の潜水艇や地雷を海底か
らスキャンできる可能性がある。
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023 年 5 月、メコン川流域で過去 2 年間に攻撃的に変色
するトカゲ、中国神話の女神の名を冠した毒ヘビ、ベト
ナム北東部の森林に覆われた石灰岩の山でしか見られな
いカモフラージュ効果のあるアオガエルなど、数百種の

動植物が発見されたと研究者たちが発表した。
世界自然保護基金（WWF）の報告によると、カンボジア、

ラオス、ミャンマー、タイ、ベトナムでは世界中の数百人の科
学者により、2021 年に 175 種、2022 年に 205 種の動植物が
発見されている。

「こうした驚くべき種たちは、科学的には新しい種かもし
れないが、大メコン圏で何百万年もの間、生存し、進化して
きた種であり、我々の種がこの地域に移動してくるずっと以
前からそこにいたことに気づかせてくれる」と、世界自然保
護基金の大メコン圏野生生物責任者である K. ヨガナンド（K. 
Yoganand）氏は語り、「我々は、彼らの絶滅を食い止め、生息
地を保護し、その回復を助けるためにあらゆることをする義務
がある」と述べた。

新たに発見された種には、ハンガリーの博物館に 20 年間も
保管されていた親指が太くてネズミのような耳を持つコウモリ
も含まれている。さらに、1930 年代に採集され、最近になっ
て新たな研究チームによって新種であることが確認された植物
もある。 

また、人間の活動によって、いくつかの新種が危機に瀕し
ている。カンボジアではカジノ、ダム、住宅開発が常緑低木の
破壊に貢献し、ベトナムでは農業侵食、伐採、薬用採取がタイ
イボイモリ（Thai crocodile newt）を脅かしている。

この 2 年間で、290 種の植物、19 種の魚類、24 種の両生類、
46 種の爬虫類、1 種の哺乳類が発見され、これで世界自然保護
基金が新種のデータ収集を開始した 1997 年以来、メコン地域
での発見数は 3,389 種となった。

2011 年の調査によると、科学者たちは地球上の推定 870 万
種のうち 160 万種しか確認しておらず、80％以上の種が未発
見のままということになる。

野生生物保護に取り組む世界自然保護基金はまた、各国政
府に対し、希少生物とその生息地の保護を強化するよう求めた。

こうした新種は「森林伐採、生息地の劣化、道路開発、小川や
河川の喪失、汚染、人間活動による病気の蔓延、外来種との競
合、野生生物の違法取引による壊滅的な影響によって、強い圧
力を受けている」と世界自然保護基金は報告している。「悲し
いことに、多くの種は発見される前に絶滅してしまう」という。

ベトナムの上級科学者は、新種の発見は自然界に関する知
識のギャップを埋めるのに役立つと語った。 

ベトナム科学技術アカデミー（Vietnam Academy of 
Science and Technology）の生態生物資源研究所（Institute of 
Ecology and Biological Resources）の副所長、チュオン・Q・
グエン（Truong Q. Nguyen）氏は、「これらの生物は、我々研
究者を驚きと不安で満たしてくれる — まだ見つかっていない
種が無数にあることへの驚きと、それらを発見し、理解し、保
護するのに十分な時間がないことへの不安だ」と語った。 

「大メコン圏は生物多様性のホットスポットであり、インド・
ビルマ・ホットスポットとしても知られている」と、グエン氏
は報告書の序文で述べている。 

この地域には、トラ、アジアゾウ、マレーセンザンコウ、
巨大淡水エイなど、象徴的な絶滅危惧種が生息している。し
かし、その生物多様性は「森林伐採、汚染、天然資源の乱獲
を促進する経済発展と人口増加による多大な圧力に直面して
おり、さらに気候変動の影響も受けている」とグエン氏は指
摘している。

今後の期待IPDF

メコン地域で 
科学者らが 
380 種以上

の生物を 
新たに確認

大メコン圏には、最大で体長 4メートル、体重 300 キロにもなる巨
大な淡水エイなどが生息している。ロイター

挿入写真：最近発見されたカンボジアアオアザアガマトカゲ（Cambodian	
blue	crested	agama）は、防衛機制として色を変えることができる。
オスは特に卵を守るときに縄張り意識と攻撃的な行動を示す。	
ヘンリック・ブリングソー （HENRIK BRINGSOE）（世界自然保護基金経由）

2021 年以降、ベトナム北東部の石灰岩の山々にのみ生息するコイコ
ケガエル（Khoi’s	mossy	frog）をはじめ、大メコン圏で数百種もの
新種が発見されている。グエン・ティエン・タオ（NGUYEN THIEN TAO）（世界自然保護基金経由）

ラジオ・フリー・アジア（RFA）

2



最後の写真IPDF

オーストラリアのクイーンズランド州にあるタウン
ズヴィル実動訓練場で、日米とともに実施された	
「サザン・ジャッカルー 2023」で、都市戦訓練を
行うオーストラリア兵。訓練にはフィジー、	
フランス、トンガも参加した。

シミュレーション
ニコル・ドレット（NICOLE DORRETT）/ オーストラリア国防省

襲撃の
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